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Ⅲ 中小企業等のＳＲ取り組み事例 
 

企業等ヒアリング対象法人一覧 

項目 企業名 ＳＲ活動 中核主題 

１ 組織統治 

事例１ 大里綜合管理株式会社 社外も使える保育施設の運

営など 

公正な事業、コミュニティ 

事例２ 医療法人渓仁会 経営管理システムとしての

品質管理、環境マネジメン

ト。ＣＳＲレポートの発行 

組織統治、消費者課題、環

境 

２ 人権 

 事例３ サンイン技術コンサル

タント株式会社 

障がい者との協働による廃

油回収と燃料精製 

コミュニティ、環境、人権

 事例４ 株式会社美交工業 知的障がい者などの雇用促

進 

人権、労働慣行 

 事例５ 株式会社ニラク 基準を超える障がい者雇用 人権、組織統治 

３ 労働慣行 

 事例６ 株式会社コヤマ 従業員を大切にする子育て

支援他諸施策 

労働慣行、人権 

 事例７ ヤマモリ株式会社 食品の安心・安全の取り組

み、均等雇用 

消費者、労働慣行 

 事例８ 株式会社アイ電子工業 高齢者・障がい者を活かす

起業 

労働慣行、人権 

 事例９ 株式会社ネツレン・ヒー

トトリート 山形工場 

聴覚障がい者の就労体験受

入 

労働慣行、組織統治 

４ 環境 

 事例 10 久米繊維工業株式会社 Ｔシャツアートとエコロジ

ーの普及 

コミュニティ、環境 

 事例 11 株式会社リバイブ 先進的産業廃棄物処理事業

の実践 

環境、コミュニティ 

 事例 12 株式会社尾鍋組 環境配慮型地盤改良事業の

普及 

環境 

 事例 13 株式会社ＯＫＵＴＡ（オ

クタ） 

環境配慮型住宅への事業転

換 

組織統治、環境、消費者 

５ 公正な事業活動 

本文書の無断での引用・転載を禁じます。

（財）日本規格協会
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 事例 14 サラヤ株式会社 ボルネオなどの自然保護活

動 

環境、公正な事業 

 事例 15 太洋工業株式会社 精密板金加工業における環

境経営 

組織統治、環境 

 事例 16 近畿労働金庫 ＮＰＯ事業サポート、多重

債務対策 

公正な事業、コミュニティ

６ 消費者課題 

 事例 17 フットマーク株式会社 社員によるブログの活用 消費者、コミュニティ、組

織統治 

 事例 18 らでぃっしゅぼーや株

式会社 

食品の双方向トレーサビリ

ティ 

消費者、環境、公正な事業

 事例 19 株式会社ふくや 消費者志向委員会による業

務改善 

消費者、組織統治 

 事例 20 社団法人日本玩具協会 玩具のＳＴ基準の普及・啓

蒙 

消費者、公正な事業 

 事例 21 生活協同組合パルシス

テム千葉 

パルシステム千葉事業 消費者課題 

７ コミュニティ／社会貢献 

 事例 22 新江州株式会社 循環型社会に向けた研究と

啓蒙 

コミュニティ、環境 

 事例 23 株式会社サンキュード

ラッグ 

ホームレス支援、スポーツ

支援 

コミュニティ、人権 

注：ヒアリング対象の選定プロセスは、「調査の目的と概要」の３．調査内容（２）ヒアリ

ング対象企業の選定（１０ページ～１２ページ）を参照 
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１ 組織統治 

 

事例１ 大里綜合管理株式会社【地域活動による理念の実践】 

 

企業名 大里綜合管理株式会社 

ＳＲ活動 社外も使える保育施設の運

営など 
中核主題 公正な事業、コミュニティ 

日時 ２００８年１１月１７日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役社長：野老（ところ）真理子 
従業員数 ３６名（うち女性２１名） 資本金 １０百万円 

所在地 千葉県山武郡大網白里町みやこ野２－３－１ 

ホームページ http://www.ohsato.co.jp/ 
 

 

（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

千葉県大網白里町にある不動産管理会社である。勤務する不動産会社が倒産した現社長

の母が、３５年前に東京から移り創業した。現在は不動産の売買、賃貸あっせん、建築設

計など幅広く手掛けるが、スタートは房総地域にある遊休別荘地の管理。 

経営理念は「一隅を照らす」こと。生きていることに、めぐりあえたことに感謝し、地

域の皆さまの「お役に立ちたい」との想いをこめたという。 

現社長の野老真理子氏は２３年前に母から遊休地管理業を引き継いだ。土地管理の主な

内容は「草刈り」「見回り」。自らも「草刈り屋」と誇りを持って語る。二代目として、母

の営業力はとても真似できないため、地域と関わり続ける不動産業として、地域の価値を

上げていくことが大切と考え、地域の問題ときちんと向き合っていこうと決意した。新た

に経営理念も定め実践を始めた。年次の事業計画にも「社会貢献」が柱として組み込まれ

ている。 

具体的に何をどうやるかという点でいろいろ悩んだが、結論として、房総の一地方にす

ぎないこの地域の魅力をどう育てるかと考えたとき、「私たちが居ること」が魅力になるよ

う、何でもできることをやろうと言うことに考えが至った。 

野老社長によると、バブル時代も地上げにくみせず、軸足はあくまで「綜合管理」の会

社としてやってきたので、バブルが弾けても被害はほとんどなかったという。いわゆる不

動産屋とは思っていないし、そのようにはならないという強い軸足がある。 

事業運営の基本は、誰かが損をしたりしわ寄せを受けたりするのではなく、「一点の矛盾

なく」すべての仕事をするということ。知恵を出して、お客様、社員、地域住民など全て

に対し、この方針を貫いている。 
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（２） ＳＲ活動概要 

核になるのは、本社２階での学童保育（従業員の子弟に加え一般からも受け入れ）。いわ

ゆる認可を受けた保育施設ではない。専任の大人はいない。小学生から高校生まで、上級

生が低学年の面倒をみるスタイルを取っている。 

他に、毎日の近隣の清掃（一時間全員でやる）、駅前の交通整理、ボランティア演奏家に

よる昼休みのミニコンサート、主婦による一日シェフなど、「クリーン」「文化」「音楽」「教

育」の４つの分野で、現在約７０のテーマが従業員一人ひとりのコーディネートで実施さ

れている。地域を巻き込むので、テーマが増殖中であっても従業員の負荷はそれほど大き

くないという。実施費用の面でも、２００７年度からは全プログラムで経費の持ち出しは

なくなった。 

 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

現在の活動の中心になる学童保育は１４年前から、発端は自分も子育てをしていながら

仕事のために子供を犠牲にできないということで始められた（一点の矛盾なくという観点）。

社員も同じ悩みを持っていて費用をかけずやるには職場に連れてくれば良いということで

始まった。こうすれば皆が喜ぶなということを即実行してきただけと考えている。 

これらの活動により、地域にとって会社の存在価値が上がることと、従業員の働きやす

い環境つくり、従業員のマインド育成の期待もある。本来の業務対象である遊休地の雑草

などは土地所有者が東京などのよそ者でもあり、とかく地域では迷惑な存在となりがちで

ある。そこをきれいにすることはビジネスになり地域にも喜ばれる。当初の５００件程度

の契約が今は８，５００件にまで増えた。単に草刈りだけでなく水仙の球根を毎年増やす

など、他社よりやや高くても（１５，０００円／年間）付加価値が高いので顧客の増加・

経営の安定にもなっている。 

まず社長が先頭を切る。アイデアを出し、実行のリーダーシップをとる。組織としての

社内体制はないが、７０のテーマに一人ずつ従業員にコーディネートの役割が割り振られ

ている。従業員全員が日常の活動としてボランティアで取り組んでいる。お金をもらわな

ければ、その成果が自分のものになるからだという。たとえば水仙の球根は会社持ちだが、

植えるのは草刈りの請負契約者の無償作業である。ただしボーナスには個々人の地域活動

を反映している。社内では「後払い給与」と言っている。外部の人を巻き込むので、専用

の推進室が一般解放されている。 

清掃などのボランティア活動は、当初は社内的には販促費と説明したという。近隣や地

域も喜ぶので、常に外部にも参加を呼びかけ一緒にやるスタイルは当初から行っている。

一方的にやるのではなく、コーディネート役を務める。町や県の行政とも仲良くやってい

る。行政がやるべき領域を肩代わりしている側面もあり、双方にメリットがあるので密接

な協力関係が成立する。 
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（４） ＳＲ実践と成果 

テーマの数はどんどん増え続けている。地域活動で、誰も損をしないでやることを旨と

しているので、一度始めたことは途中で投げ出すことはないことを誇る。 

野老社長は、人間の知恵は無限と信じているので、新しい活動テーマがいくらでも出て

くるし、実行できる環境や方法も皆の協力でアイデアがでるものだという。 

事業を引き継いでから、社会活動のため、使われていない中古事務所を大幅改装し、本

社とした。二階を多目的スペースとするなどにより、活動拠点が大きく進化し、保育、ギ

ャラリー、料理教室、主婦レストラン、コンサートなど地域の交流の場となっている。 

ＳＲを実践するうえだけでなく、事業全体を通じ、４つの偏見は常にのしかかっていた

ように感じるという。すなわち「地方」、「小企業」、「女性」、「不動産業」への偏見である。

これも課題ではないが、従業員にも最初は必ずしも活動が受け入れられなかった。どうし

ても肌が合わない人は去り、会社の理念に共感する従業員が最終的に残っている。 

野老社長のあげる良かった点は、まず関係する皆が喜ぶこと。感動や喜びを生むのが当

社の事業の目的だからである。また、問題を感じた人が発信し、それを聞いてもらえるこ

とが実現しているのも嬉しい。こういうことが人の生きる喜びにつながると考えているか

らである。難しい課題は常にあるので、一つ一つ知恵をだして解決する姿勢と、まず行動

することが大切。こうするのが当たり前とか、固定観念、偏見を外せば解決できることが

いくらでもある。 

 

（５） ＳＲ課題と今後 

いわゆる課題の解決に取り組むには、常識を鵜呑みにせず、頭を柔らかくすること。ア

イデアや能力は、際限なく開発できると信じることが大切だという。だから課題は単に「も

っともっと」やるということだと考えている。 

たとえば職場に子供がいることは、やってみると何も不都合はない。就業時間中に従業

員が子供の面倒を見る必要があることもあるが、だれか手の空いている社員が自然に手助

けしている。１００％業務で手一杯などということは現実にはないことを誰でも知ってい

る。大企業にはとてもできないというのかもしれないが、それは既存の常識に囚われてい

るからではないかというのが野老社長の認識である。 

理想とソロバンはどちらも大切だが、社会貢献と事業収益を伸ばすことは矛盾しないし、

物事を枠にはめて考えないで、アイデアと行動をもって進めてゆけば何もできないことは

ないとキッパリと言い切っていた。 

 

（６） その他のＳＲ課題 

野老社長は、２０１０年千葉国体に向けて地域をきれいにし、たくさんの人に来て貰い、

自慢の「トン汁」を味わってもらいたいという夢のもと、行政との連携も含めアイデアを

練っている。 
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社長自身も含め、もっともっと、工夫でもっと力が開発されるはずだという。当初一人

一貢献と言ってやって来たがそれははるかに超えたので、不遜だが心の中では、この町が

住民一人一貢献となるよう皆を巻き込みたいともいう。 

会社の目指す方向に従い、良いと思うことをすぐやることで、会社にとっては社会貢献

が事業そのものとなっている。改まってＳＲ活動としてはやっていない。結果的にメディ

アへの露出は多数あり、会社のイメージと知名度の向上に大きく役立っているので、広報

費用に換算してもプラスは大きいようだ。 

 

（７） その他 

初代経営者の時代は、食べることと子育てで精いっぱいだったとのこと。二代目社長は、

事業と個人の生活、さらには地域社会、住民の壁を意識しない経営を気負わず進めた結果

が今日の姿のようである。ＳＲの“導入”といったレベルではなく、世間で言う収益事業

は堅実に進めつつ、会社が立てた独自の事業目的に沿って全力で進めている。 

仕事場に生活を持ち込むなど、中小企業のよさをフルに生かし、あらゆる制約を柔軟に

かわしている。実際小学生が事務所で数名遊んでいたが、皆ごく自然に挨拶がよくでき、

来客にお茶を運んだりする姿を見ると、むしろ子供にとっての得難い社会教育の場ともな

っているようだ。 

本社のレイアウトもこの会社の目的に照らし合理的に改装されており、入口正面のメイ

ンホールや社会活動推進ルームは常にオープン、２階の保育スペースは昼には主婦が一日

シェフを務める食堂になる。常に多様な人が出入りし、むしろ公民館と託児所の隅に会社

が机を置いているのに近い。 

野老社長のいう「地域が居てほしいと期待する会社」は着実に現実化しつつあり、地域

社会に根差す企業の、全く新しいビジネスモデルを提供しつつあるようだ。 
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事例２ 医療法人渓仁会【医療としてのＳＲ】 

 
法人名 医療法人渓仁会 

ＳＲ活動 経営管理システムとしての品

質管理、環境マネジメント。Ｃ

ＳＲレポートの発行 

中核主題 組織統治、消費者課題、環境

日時 ２００８年１月１４日 場所 ホテルニューオータニ 

コンタクト者 常務理事法人本部長 渋江弘幸（しぶえ ひろゆき） 
従業員数 ３，５００人 出資金 １００百万円 

所在地 北海道札幌市中央区北３条西２８丁目２番１号サンビル６Ｆ 

ホームページ http://www.keijinkai.com/ 

 
（１） 団体概要・運営理念・運営戦略 

渓仁会は創設３０年を迎える医療法人で歴史はまだ浅いものの、北海道内では非常に早

い成長を遂げてきた組織である。１９７９年から２０００年までの２０年間に、急性期病

院、療養型病院を設立し、社会福祉法人で各種施設を開設するなど一気に拡大し、日本の

医療制度・福祉制度で定められている範囲のほとんどを実現し、現在の組織の原型ができ

あがった。これを受けて２０００年頃より、各組織の持つマルチファンクションの相乗効

果を狙おうと、グループ経営に乗り出し、「保健・医療・福祉の複合事業体」という定義を

して「渓仁会グループ」と呼ぶようになった。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

１０年前よりＩＳＯ９００１を導入している。医療機関の取り組みとしては全国でも最

初のうちのひとつであったが、さらに渓仁会では全病院、全法人で一斉導入した点が特徴

である。 
ＩＳＯ９００１の中で最も重視しているのは、産業的にいえば品質管理、医療的にいえ

ば安全管理で、いかに患者の安全を確保し、かつ医療従事者の安全も確保するかという点

を医療における基本的な品質管理と捉え、実行してきている。医療機関は最終的には患者

を治す、あるいは元気にしなければならない世界であるから、前述の方向性をとることで

本来のＣＳ（顧客満足）も同時にできると考え、ＩＳＯに力を入れてきた経緯がある。 
次に、医療機関の環境マネジメントとして最も重要な課題は医療廃棄物の問題と考えて、

ＩＳＯ１４００１にも取り組んでいる。 
また、医療法人には年報をつくって都道府県に届けるという医療法に基づく報告義務が

あり、従来から力を入れて作成してきたが、一般の人にもより分かりやすい情報発信とい

う観点に基づき、２００６年からＣＳＲレポートを発行している。 
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（３） ＳＲ取り組み経緯 

渓仁会の創業者である先代の理事長は組織経営能力に富んでいることもあり、渓仁会は

もともとマネジメントに関心の高い組織であった。しかし２０００年頃には成長した企業

体つぉいての規模に応じた企業経営のノウハウを取り入れたいというニーズがあった。 
ＩＳＯ導入当初、「オーナーの言葉に代わる言葉としてＩＳＯを言葉にしよう」という発

想に基づく理事長のリーダーシップがあったことは確かであるが、理事長以下、いろいろ

な幹部、病院長ほか皆の理解が非常にあり、試行錯誤しながらも取り組みへの基本的な意

識は非常に強かったとのことである。 
また、環境マネジメントシステムの導入に関しては、経営システム全体に関する実績が

すでにあった上に、比較的コストパフォーマンスがみやすいことも利点となったようであ

る。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

それまで病院は病院、施設は施設というかたちで単独／単体経営をやっており、例えば

同じ医療福祉の用語ではあっても、医療と福祉、あるいは急性期と慢性期、病院と介護施

設とでは、使う言葉が全然違うという状況があった。しかし全部の施設で同時にＩＳＯを

導入し、ＰＤＣＡや品質目標などのマネジメント形式を、ある意味で共通言語とすること

を目指し成功した。 
また、患者の安全や職員の安全を基本的な考え方とする品質管理への取り組みは、いわ

ゆる通常のＣＳへの取り組みとは異なるが、結果的に、病室がきれいになるとか、職員の

対応がよいという成果につながっている。 
また、もともと個人の倫理観に関しては、医者や看護師はとくに「ヒポクラテスの誓い」

や「ナイチンゲールの精神」に基づく教育を受けてきていることもあって、非常に意識の

高い業界であったが、ＳＲに取り組むことで、医療技術職や事務職なども含めた“組織と

しての”倫理観の向上を実現できるようになった。 
ＳＲ活動の成果は以上のように様々な側面があるが、“ブランドの確立”という点が最も

はっきりと意識されている。例えばＣＳＲレポートの発行は、医療関係だけではなく産業

界や行政にもかなり評価されているようである。もともと組織ブランドの構築への意識が

非常に強い組織であるが、今ではＣＳＲレポートを材料に院長たちが集まって「我々にと

ってＣＳＲとは何か」といったテーマで話しようになってきている。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

医療法人という組織や職員の特性からくる最大の課題は、労務管理あるいはＥＳ（従業

員満足）かと思われる。企業の労務管理の基本は「いかに働かせるか」という点にあるが、

医療・福祉の分野の人たちは、働きすぎてしまうぐらい働く志を持った人たちであり、有

資格のプロフェッショナルであることから、いわば企業とは逆の管理の考え方「いかに適
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法に働かせるか」が重要となる。医療界全体の問題として、労働基準法を守るということ

が、ＣＳＲ以前の問題として重要である。 
また、別の観点では、法律により様々な基準が設置されており、いわゆる市場原理が機

能しないという特徴があることから、ＥＳの向上には、賃金などの条件よりもモチベーシ

ョンの向上やメンタルヘルスの管理が大事といえる。 
今後の重点課題の質問に対しては、すでにあるＣＳＲ経営方針に基づき２０１０年まで

に“名実ともに「ＣＳＲをやっている」という組織にしよう”を１つの目標とし、“ローカ

ルなビジネスとして地域にいかに根ざすか”、“民間の医療機関としていかに公益性を高め

るか”、さらには“ＣＳＲの次の言葉を考える”など、さらなる展開をめざす強い意欲が示

された。 
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２ 人権 

 

事例３ サンイン技術コンサルタント株式会社【障がい者施設との協働】 

 
企業名 サンイン技術コンサルタント株式会社 

ＳＲ活動 障がい者との協働による廃

油回収と燃料精製 
中核主題 コミュニティ、環境、人権

日時 ２００８年１２月１０日 場所 同社本社 

コンタクト者 総務部企画グループ部長：吉田章、ＮＰＯエコパートナーとっとり理事：

向井哲朗 
従業員数 ９３名 資本金 ２０百万円 

所在地 鳥取県米子市昭和町２５番地１ 

ホームページ http://www.sanin-gc.co.jp/ 
 

（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

サンイン技術コンサルタント株式会社は１９７６年鳥取県米子市に創設され、主に公共

事業に関する測量・地質調査および土木建設コンサルタント事業を行っている。現社長・

大野木昭夫氏が２００３年に就任以来、コミュニティビジネス重視の経営理念を掲げ、地

域の産官民がよりよい知恵を出し合う「グラウンドワーク」の実践を心がける。また、近

年の公共事業の需要減少に伴う本業の事業縮小をにらみ、新たに環境ビジネスへの展開を

企む。 

現在では本業の測量・地質調査・土木建設コンサルタントに加え、バイオディーゼル燃

料（ＢＤＦ）の精製と普及の事業を軌道化させ、バイオディーゼル燃料精製に必要な廃食

油の収集については障がい者施設の職員と一緒に出かけて回収を行い、地域の美化清掃活

動に全社員が参画、また社長は「ＮＰＯエコパートナーとっとり」の理事長を務めＮＰＯ

との協働も深めるなど、きぎょうのしゃかいてきせきにんの各分野でも積極的な取り組み

を行っている。 

 

（２） ＳＲ活動概要 

サンイン技術コンサルタントのＳＲ活動は以下の２点で、２００３年現社長就任以来３

年という短期間で活動は定着化した。 

① 障がい者施設との協働によるＢＤＦ事業 
② 地域美化運動 

ここでいうバイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）は、家庭や飲食店・スーパー・デパートな

どで消費される植物性の食用油の廃油を原料に精製されるカーボンニュートラルのバイオ

マスエネルギーで、環境観点から注目度の高い燃料である。サンイン技術コンサルタント
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では、地域の飲食業や催事イベント・学校などから使用済の天ぷら油を回収し、障がい者

施設に設置されているＢＤＦ専用の精製機で廃油をＢＤＦに精製している。鳥取県は、環

境立県として２０００年以来県庁が率先して環境問題に取り組んでおり、ＢＤＦも清掃車

や廃棄物回収車の燃料として採用するなど、県内での軽油代替燃料としてＢＤＦの使用走

行はここに来て市民（県民）に理解されるようになっており、サンイン技術コンサルタン

トではＢＤＦの使用促進を関係機関に積極的に推進している。またサンインはＢＤＦ精製

装置の販売代理店としてＢＤＦ精製装置販売も行っている。 

ＢＤＦ精製の原料となる食用廃油の収集には、障がい者を活用している。地域の障がい

者施設「もみの木園」の入所者が施設職員のサポートを受けながら廃油回収作業を行い、

ＢＤＦ精製事業の一端を担っている。 

グラウンドワークの実践として継続している活動が、本社屋から米子駅の間の道路清掃

作業と廃食油回収活動である。社員は月１回勤務終了後、４つのコースに分かれて道路の

清掃活動と社員２名１組で廃食油回収活動を行っている。清掃活動では最近近隣の県庁職

員や銀行員も参加し、活動の広がりをみせている。冬季は清掃活動を一時中断し、廃油回

収活動のみをサポートしている。 

 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

サンイン技術コンサルタントでは２００３年に現社長就任以来、コミユニティビジネス

重視・グラウンドワーク（産官民による創造活動）・環境ビジネスへの拡張を推進してきた。

ＢＤＦの導入は、「ＮＰＯエコパートナーとっとり」理事の向井氏が自身の講演の際、大山・

柿の木村にある障がい者施設で小規模ながら廃油回収・ＢＤＦ精製を行っている活動に遭

遇したことに始まる。向井氏はＢＤＦの環境貢献価値に着目しサンインでの取り組みを提

案、精製機は一機３５０万円程度と高価なため、鳥取県の助成金公募に応募し１８社応募

のうち８社が助成金を獲得する中の１社として設備投資資金の一部を調達した。また本社

近隣の障がい者施設もみの木園の入所者と施設職員による廃油回収・ＢＤＦ精製・サンイ

ンでのＢＤＦ精製装置販売代理というビジネスモデルを構築した。 

 

（４） ＳＲ実践と成果 

現在障がい者施設が販売するＢＤＦは、鳥取県内の清掃車、廃棄物回収車、米子市内の

皆生温泉旅館の送迎バス、園児送迎バスなど公共的車両で活用されているが限定的であり、

潜在的な需要は高いと考える。 

サンインが構築したビジネスモデルにＳＲ活動として関心を持つ企業もあり、同活動の

横展開はすでに広がりつつある段階にある。すでに近日中にも県内企業で新たなＢＤＦ精

製事業を開始する予定があるという。 

また社内的にも、障がい者との協働による人権要素とＢＤＦという環境要素をビジネス

化したことで、社員が自然体でそのようなＳＲ活動に参加するという社員教育の役割をも
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果たしている。 

ＢＤＦ事業については、明確な経営理念のもと環境ビジネスとして短期間に事業化を推

進した経営のリーダーシップと、「ＮＰＯエコパートナーとっとり」の向井氏の関係者への

啓蒙および活動の継続的支援、そしてＳＲ活動を自然体に実践する社員の３者が揃って実

現できたと考えられる。３者の足並みを揃えるために、飲み会やバーベキュー大会を開催

するなど関係者のコミュニケーション活性化には重点を置いている。 

 

（５） ＳＲ課題と今後 

今後ＢＤＦ事業の規模の拡張と安定化のためには、より品質の高いＢＤＦ需給計画の立

案と、安定的な需要を確保するための取引先の開拓が必要であると考える。そのためにも、

地方行政が率先して公共事業の車両にＢＤＦを採用したり、ＢＤＦ導入企業への助成金を

検討するなどの、行政の積極な参画を期待する。環境立県を掲げる鳥取県内でも、市政レ

ベルではややその取り組みに温度差があるようだ。また他の環境ビジネスとの協働での新

たなビジネスモデルも視野にあり、他業種との環境ビジネスコミュニケーションを活性化

させていく考えである。 

コミュニティビジネスとしてより成長するために地域住民の環境意識を高める上で「Ｎ

ＰＯエコパートナーとっとり」の環境啓蒙活動も益々重要な役割を担うものと思われる。 

 

（６） その他のＳＲ課題 

サンイン技術コンサルタントでは、障がい者との協働によるＢＤＦ事業、地域美化活動

のほか、デイケアサービスも運営するなど、環境・地域社会貢献・人権など様々なＳＲ活

動に取り組んでいる。それらの活動が継続・拡張するには何よりも社員が「自然体」で活

動に参加することが重要であると考える。そのためにも日頃の経営と社員のコミュニケー

ションやＮＰＯなどによる啓蒙活動、そして地域住民の環境意識の持続に余念がない。 
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事例４ 株式会社美交工業【障がい者・ホームレスの雇用】 

 

企業名 株式会社美交工業 

ＳＲ活動 知的障がい者などの雇用促

進 
中核主題 人権、労働慣行 

日時 ２００８年１２月１０ 場所 同社本社 

コンタクト者 専務取締役：福田久美子 
従業員数 ５５名 資本金 １０百万円 

所在地 大阪府大阪市西区九条南２丁目７番２３号 

ホームページ http://www.bikoh.biz/ 
 

（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

株式会社美交工業は１９８０年に設立された清掃業の事業所である。「人と環境とのつな

がりを大切にした社会づくり」を理念として掲げ、ビルやマンションなど建物の維持管理

に関する一切の業務を行っている。業務の種類は、公共施設の清掃維持管理を中心に、大

阪市内の公園清掃や植栽の剪定、除草や薬剤散布、地下鉄駅構内の清掃および設備の維持

管理業務、車内広告類の取替など幅広い業務を展開している。「社会のためにはじめたこと

が、会社のためになった」という標語を掲げており、ＣＳＲを「慈善や貢献ではなく、事

業活動を通じたサービス」として捉えており、営業戦略と位置づけ、持続可能なＣＳＲ活

動を展開している。 

 

（２） ＳＲ活動概要 

障がい者雇用は、大阪知的障がい者雇用促進建物サービス事業協同組合（通称：エル・

チャレンジ）との連携を通じて、２００３年より清掃業務スタッフとして雇用している。

２００８年１１月現在、５５名の正社員のうち１６名が障がい者である。障がい者雇用の

ノウハウを活かし、野宿生活者（ホームレス）の雇用創出にも取り組み、府営公園の指定

管理者の受託、コミュニティビジネスとしての花屋の起業などで就業の場作りを展開して

いる。さらに近年は、福祉施設における環境福祉サービスとして「園芸福祉活動」を導入

し、清掃スタッフと施設職員および利用者、地域住民とのより良いコミュニケーション作

りにも取り組んでいる。 

 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

清掃業はもともと労働集約型・地域密着型産業であり、高齢者や障がい者など、社会的

に困難を抱える人たちの雇用の受け皿となってきた歴史的な背景がある。しかしほとんど

が公共施設の請負であったので入札に左右される業種であり、バブル崩壊後は価格ダンピ

ングが激化し、例えば最低賃金が守られなかったり、過重労働を強いられたりが当たり前
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のように起こっていた。福田氏は、この業種が労働集約型であるということは、「人に支え

られている」のだから、なんとか労働環境の悪化を改善できないかと思っていたときに支

援者と出会ったことが、障がい者雇用に取り組むきっかけとなった。支援者とは社会福祉

法人大阪手をつなぐ育成会、社会福祉法人大阪市知的障害者育成会、株式会社グッドウィ

ルさかい、株式会社ナイス、財団法人精神障害者社会復帰促進協会の５者による協同組合

（エル・チャレンジ）で、大阪府の政策的支援を受けて、障がい者の就業訓練をしている。 

知的障がい者の雇用を始めて半年後、「今まで健常者にはどうだったのか。会社自身は一

人ひとりと向き合ってやさしく見てきたのか」という反省をした。そこから、会社として

ちゃんと理念を立ててやっていこうということで、「人と環境とのつながりを大切にした社

会づくり」という理念を掲げた。「～しない３原則」（価値観を押し付けない、排除しない、

固定概念や偏見で判断しない）や、「つながり３原則」（関係づくり、支援者・ＮＰＯとの

協働、人への役立ち）を明文化している。 

同社では、事業活動（ビルメンテナンス業）を通じて、顧客サービスとして捉え、決し

て無理をしない持続可能なＣＳＲ活動を展開している。また、清掃業の社会的地位をもっ

と向上させイメージも変えていきたいという思いから、障がい者雇用をきっかけに、社の

新しいロゴの設定、ロゴ入りＴシャツの着用、植木鉢などオリジナルアイテムの製作、環

境イベントへの参加など、スタイルやパフォーマンスを大事にして社員全体のモチベーシ

ョンの向上を心がけている。 

 

（４） ＳＲ実践と成果 

同社のＳＲの第１の特徴は、知的障がい者の受け入れにあたり、「あくまでも企業なので、

障がい者を雇い入れたからといって、そこでリスクを背負うことをしてはいけない。必ず

健常者と同じ分の仕事量はこなしてもらう」という前提で、体制整備に心を砕いている点

である。当初は現場では、障がい者の方を雇用することについて「しんどくなるのではな

いか」、「自分たちに負担がかかってくるのではないのか」という不安もあった。そこで同

社では、エル・チャレンジと一緒になって、就労面だけではなくて、生活面との相互関係

をちゃんとみていこうということで取り組んだ。 

つまりエル・チャレンジが現場視察を行い仕事の洗い出しを行い、最もそこに適した方

を紹介する。同社の側では、本社では障がい者職業生活相談員（現場管理）を配置し、障

がい者の勤務する班には専任支援者（業務指導など）を配置し、サポート体制の強化に努

めた。また月に１回、定期的に、同社、現場の専任支援者、エル・チャレンジ、クライア

ントである市役所（庁舎管理・障がい福祉）の３者で、ケース会議を行っている。基本的

には障がい者のためのケース会議であるが、大阪市役所も入ることで市役所の側の声を「苦

情」まではいかない「要望」で抑えられることができ、顧客のニーズもここで拾えるとこ

ろがメリットとなっている。 

同社におけるＳＲの第２の特徴はＳＲを本業のサービスの付加価値として捉える姿勢が
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明確である点である。福田氏は大阪市内の公園の維持管理業務にホームレスを雇用したこ

とについても、「ホームレスの人たちの仕事作りになるだけでなく、公園から１人でもホー

ムレスが減るということは、発注者である大阪市へのサービスにもなるし市民へのサービ

スにもなるのではないかと考え、ホームレス雇用をやろうと決めた」と語っている。福祉

施設における「園芸福祉活動」の導入についても、知的障がい者やホームレスなどの就業

困難な人たちが働きやすくなるだけでなく、福祉施設の入所者であるお年寄りに対するサ

ービス提供、施設の美観の向上やコミュニティとの交流などを通じた地域社会への貢献が

可能になることで、発注者である施設自身の差別化につながるとしている。つまりＳＲの

導入が、発注者（顧客）にメリットを提供する事業提案力の源泉となっていると位置づけ

ている。 

第３の特徴は、ＮＰＯとの協働である。福田氏は何度も「企業としてできることと、で

きないことを区分し、できないことは外部の専門家の力を借りる」ことを強調していた。

障がい者雇用においてはエル・チャレンジ、ホームレスの就労においては株式会社ナイス

の非営利部署「くらし応援室」、府営公園の運営管理（指定管理）においてはＮＰＯ法人釜

ヶ崎支援機構とのジョイント、園芸福祉活動についてはＮＰＯ法人たかつき、ＮＰＯ法人

福祉のまち作り実践機構との協働で、実績をあげている。「企業の持つノウハウもあるし、

支援者やＮＰＯの専門性は企業には持てない専門性である。お互いに協調しあってやって

いくことによって、新しいサービスや新しい事業がやっていける」と福田氏は６年間の強

い実感として語っている。 

第４の特徴として、同社の場合、地方自治体との関係が大きな弾みとなっている点があ

げられる。障がい者雇用に関し大阪府ハートフル企業顕彰制度でハートフル企業大賞を取

ったときは、賞状のコピーを各詰所に置いてほしいという声が職場から上がった。この表

彰で社員のモチベーションが上がり、同社で仕事をしていることを誇りにも思ってもらえ

るようになった。また同社は、大阪市の総合評価一般競争入札制度の評価システムにおい

て障がい者雇用が評価されて、会社の規模は小さかったにも関わらず、大阪市庁舎の清掃

の仕事を受託することに成功している。 

 

（５） ＳＲ課題と今後 

これまで同社のＳＲの取り組みについては福田氏のリーダーシップによるところが大き

かった。今後はさらに人材を育成し、取り組みの体制を継続なものにしていくことが、課

題と認識されている。 

 

（６） その他のＳＲ課題 

同社では既に品質マネジメントシステム ＩＳＯ９００１、環境マネジメントシステム 

ＩＳＯ１４００１を取得している。 
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事例５ 株式会社ニラク【障がい者の雇用】 

 

企業名 株式会社ニラク 

ＳＲ活動 基準を超える障がい者雇

用 
中核主題 人権、組織統治 

日時 ２００８年１１月２５日 場所 同社リクルートセンター（上

野） 
コンタクト者 人資部フィールド採用担当マネジャー：佐藤淳子 
従業員数 １，７９１名 資本金 ２５７百万円 

所在地 福島県郡山市駅前２－２－２朝日生命郡山センタービル４階 

ホームページ http://www.niraku.co.jp/ 
 

（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

株式会社ニラクは福島県郡山市に拠点を置き、パチンコ娯楽事業を主軸としつつビジネ

スホテル・レストラン経営を行うなど、娯楽産業の業界では大手に位置づけられる企業で

ある。近年では、南東北・北関東を中心に着実に店舗数を増やし、首都圏での出店も進ん

でいる。 

社内におけるガバナンス体制としては、倫理憲章・行動指針の制定および内部統制シス

テムの整備が進み、ホームページ上でも公開されている。 

 

（２） ＳＲ活動概要 

現在ニラクで推進されている SR 活動の１つの核として障がい者雇用がある。２００８年

１０月現在の障がい者雇用者数は４２名で、障がい内容別に得点換算した上での障がい者

雇用率は３．６％と高い水準にある。県内平均、全国平均はもとより、民間企業の法定雇

用率（１．８％）をも大幅に上回っている。 

障がい者の職務内容は、今のところ店舗の清掃活動など労務作業が主であるが、今後は

事務作業など障がい者労働の職域の拡大を視野に活動している。 

社内各所（各店舗）にて障がい者が雇用され就労していることについて、社内報などで

広報され、社内でこのような取り組みがされていることについて“誇りに思う”とともに

“当たり前（普通）の環境”とも受けとめられており、障がい者雇用は着実に社内に浸透

している。 

 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

ニラクにおける障がい者雇用の直接の契機は、２００３年９月に障がい者雇用未達につ

いて「弁明機会付与通知」が同社に到着したことに始まる。弁明書を提出した翌月には「障

がい者請入れ命令」が送られてきたため、同社の意思決定機関である「政策会議」にて、
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障がい者雇用のためのタスクチームの設置が決定し同年１１月に発足した。弁明機会付与

通知到着から２か月で、障がい者雇用を促進するための組織的対応が迅速に行われた。タ

スクチームの課題は、「社員数２，０００人体制での障がい者５０名の安定雇用の仕組み作

り」である。タスクチームは人資部・営業部・店舗開発部など複数部署から召集された５

名で構成され、全員が自職との兼任である。 

ヒアリングによると、障がい者雇用を進める上での初期のポイントは、障がい者雇用に

関する人件費および関連経費を、人資部にて管轄したことにある。通常清掃人員の雇用に

ついては店舗マネジメントの管理下ですすめられるが、店舗責任者としては同じ経費（給

与）を支払うのならば健常者を雇用するという採用観点から推測されたスタンスを、人資

部がコスト管轄することで障がい者雇用の促進を円滑にすすめることができた。雇用開始

当初は、既存の外部委託清掃業者と障がい者が清掃業務に従事することについては、様々

な課題があったが、人資部が介入してコミュニケーションを深めることにより、ひとつひ

とつ解決・改善を進めた。 

また障がい者雇用を促進する上で、課題を社内だけで解決しようとするのではなく社外

の関連団体と連携することも必要となる。各種の障がい者雇用促進セミナー・講習に参加

しながら、障がい者雇用専門の支援組織とのネットワークを深めたり、関連団体との役割・

機能・プロセスを認識・確認していく過程を経て、ニラクにおける障がい者雇用の仕組み

づくりは充実化している。 

 

（４） ＳＲ実践と成果 

ニラクにおける障がい者雇用は、法定基準を超え軌道にのっている。現在これまでの障

がい者雇用に関する様々な課題を経験した上で、さらに安定した障がい者雇用に向けての

取り組みがなされている。 

ニラクでは障がい者を雇用するにあたり、事前の面接を重視している。障がい者本人か

らの聴取はもちろん、ストアマネジャーを交えた面接、障がい者の保護者とのコミュニケ

ーションも重要であると考える。慎重な面接を経て、時には採用を断ることもある。これ

までの経験を踏まえ、障がい者自身が雇用され会社で働くという自覚を認識することを求

めており、単に障がい者を採用すればよいという感覚はない。何よりも、障がい者自身が

自覚をもって就労することを期待し、ともに働ける環境を作ろうとしているのである。 

また、ニラクでは障がい者雇用に関して、「現場に我慢させない」ようにしている。SR と

して障がい者を雇用しても、それが店舗運営などにおいて現場の負担となるならば、本末

転倒ではないかと考える。障がい者雇用によって、現場の負担が急増していないか、店舗

運営上問題が起きてはいないか、人資部の社内ヒアリングが恒常的に実施されている。ま

た解決できる問題については当事者とのコミュニケーションなどを通じての積極的関与を

否まない。 

障がい者の勤務態度については、専用の評価シートを作成し現場責任者であるストアマ



SR 実践に関する中小企業事例調査報告書 

 66

ネジャーの評価を確認できるシステムを構築している。評価シートを通じて、現場での実

態を把握・評価することはもちろんのこと、次なるアクションを検討するというＰＤＣＡ

サイクルを重視している。２００３年の弁明機会付与通知書受領以来、約５年で「社員数

２０００人体制での障がい者５０名の安定雇用の仕組み作り」が構築されたといえる。 

 

（５） ＳＲ課題と今後 

障がい者雇用に関して、ニラクはさらに障がい者が従事する職務範囲の拡張に取り組ん

でいる。これまでの清掃を中心とした労務作業に加え、就労可能な障がい者に対して事務

業務への就労の可能性に着手している。障がい者については身体不自由・知的障がいなど

に加え、精神障がい罹患者も増加傾向で、今後障がい者（障がい者手帳保持者）は増加す

るものと思われる。ニラクではこれまでの経験を踏まえ、障がい者の就労対応状況を見極

めつつさらなる実践・実績が蓄積されるものと思われる。 
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３ 労働慣行 

 

事例６ 株式会社コヤマ【ファミリー・フレンドリーの諸施策】 

 

企業名 株式会社コヤマ 

ＳＲ活動 従業員を大切にする子育

て支援他諸施策 
中核主題 労働慣行、人権 

日時 ２００８年１２月４日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役：小山喜代司 
従業員数 １５５名 資本金 １０百万円 

所在地 山形県村山市大久保甲１２６０ 

ホームページ http://kk-koyama.net/ 
 

（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

同社は、プロボウラーとして活躍していた小山喜代司氏が、親の面倒を見るために郷里

に戻り、当時流行していた玩具のラジコンカーの部品を作る工場を１９７６年に創業した

ことに始まる。その後、玩具部品は製造が海外に移転してしまったが、技術を活かし山形

スリーエム（株）の仕事を引き受けることとなり、現在はコンピューター用コネクター製

造や、自動車などに使う工業用粘着テープのスリット加工を行っている。製品の１００％

をスリーエム関係に納入し、１００％山形県での製造を行っている。 
「知恵と技術で社員の幸せとお客様満足の向上をめざす」ことを理念に掲げ、「正確さ」

「早さ」「納期」の３点を重視している。中国など海外に負けないためには、技術力を高め、

会社をレベルアップすることだと、人材の確保と育成に非常に力を入れていることが特徴

である。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

仕事と子育てが両立できる職場を目指して、母体保護を最優先にするという方針のもと、

子どもを生み育てながら安心して働ける環境をつくる多様な取り組みを実施している。し

かし、なによりトップを筆頭に、本気で職場復帰して欲しいという社風が作られているこ

とが、育児休業取得後の「全員復帰」を実現している。 
また、企業は人で成り立っているということで、社員一人ひとりに人間的にも技術的に

も成長して欲しいと、社員を社内外の研修に積極的に参加させるなど、人材育成にも非常

に力を入れている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

現在の社員構成は、２０代３０代が約３分の２を占め、しかも女性が圧倒的に多い。１
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７年前から新卒の若い社員をコンスタントに採用するようになり、その女性たちが数年た

ち結婚し、出産を迎えるにあたり、せっかくの技術を持った社員に辞めてもらいたくない、

１年育児休業を取っても、ぜひ戻ってきてもらいたいという思いで社長自ら社内にそのこ

とを訴え続けた。そして、復帰する社員が増えてきて、後輩はそれを見て、子どもを持っ

ても働き続けることがこの会社では歓迎されていることだということを感じ、自分もとい

うことでいつのまにか当たり前のことになったということである。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

２００６年度「ファミリー・フレンドリー企業表彰山形労働局長賞」を受賞、２００８

年１１月には「子どもと家族を応援する日本」功労者として、少子化対策特命担当大臣表

彰を受けている。ここからも明らかなように、子育て支援に力を入れている企業というこ

とになるが、では具体的にどのような施策や制度があるのか。作業内容の変更による母体

保護、代替要員の確保、育児休業者への社内情報提供など定期的コミュニケーション、小

学校就学前までの短時間勤務制度、子の看護休暇制度などがある。 
手厚く多様な制度化が図られている。しかし、育児休業制度は法定どおりの１年であり、

最近大企業などで制度化されている長期の育児休業制度や保育施設といったことは行って

いない。ではあるが、結婚して出産し育児休業を取り、そして職場復帰するということが

当たり前になっており、なんと１００％全員が復帰していることは圧巻である。それを保

障する制度はあるが、なによりそれを当たり前の風土としているところに、この会社のす

ごさがある。小山社長は、本気で「人」こそ最大の財産と考えているようである。「社員の

幸せ」を理念の頭に掲げていることからも窺えるが、なにより社員が人として成長し、幸

せな家庭を築くことを願い、そのことで企業の成長もあるという信念である。 
新卒で入社した若い社員は、先輩が結婚し、出産し、育児休業を取り、そしてみんな職

場復帰する姿を見る。それを保障する制度も整っている。社長自らが、そのことを語り、

社員一人ひとりに声をかけている。安心して、気兼ねすることなく、常に何人もが育児休

業を取り、赤ちゃんを連れて会社にやってくる。社内報には、毎月その赤ちゃんたちの写

真が載っている。実は、育児休業中の社員は、月に一度、都合の良い日に親睦会費を払い

に来るという名目で、赤ちゃんを連れて会社に来ることになっている。この場が、先輩社

員や同輩社員の育児に関する情報交換の場になり、職場復帰時の疎外感や長期休業後復帰

の億劫感の軽減となっており、復帰率１００％の支えになっている。こうしたことから、

後輩社員も、お互い様でありそれが当たり前のことと受け止め、いずれは自分もと人生設

計ができるとのこと。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

小山社長は、「もっと会社のレベルアップを図りたい。競争相手は、今は海外にある。こ

のままでは仕事は減っていく」と、危機感を強めている。特に製品を納入しているスリー
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エムはアメリカの会社であり、目は中国を向いていると認識している。「世界一ではだめ、

ぶっちぎりの一番でないとだめだ」、「品質と納期では負けないけれど、コストでは負けて

おり、早くしないと」と、特に大卒技術者の求人に力を入れている。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

先の理由から、人材の採用・育成については非常に力を入れている。採用説明会では、

社長自ら学生に語りかけ、内定者には入社前から親に対しても通信を出し、入社式には両

親を呼び、工場見学をしてもらうといったきめ細かい配慮を行っている。技術面はもちろ

ん、ビジナスマナーやリーダー研修、さらに積極的に社外研修の場を提供し外の刺激を受

けさせている。また、ＱＣサークル活動も非常に盛んで、２００８年７月には横浜で開か

れた大会で代表チームが優秀賞を受賞しているほどである。 
工場の隣の空き地には、ナイター設備もあるテニスコートがあり、今はフットサルの練

習に使われている。また、ミニゴルフ場もある。仕事の後の時間を楽しんでもらおうとい

うことであり、スポーツが盛んである。有給休暇の取得率も２００７年度実績で７５．２

９％と高い。 
障がい者雇用率は２．０１％と法定雇用率を大きく上回っており、障がい者に対する就

業場所や就業環境への配慮、社内全体で理解を深める教育などが行われており、優秀勤労

障がい者表彰を受けている。セクハラ防止のため、就業規則への規定化、社内への周知徹

底、相談窓口の設置などが行われている。労働安全についても、社員の健康管理について

も安全衛生委員会を中心に熱心に取り組まれ、１４年間無災害の記録を更新中である。 
このように、あらゆる面から「人」を大切にすることが徹底されており、まさに、「従業

員の生活向上と生きがいのある企業創りを目指す」という経営方針が、生き生きと実践さ

れているといえる。 
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事例７ ヤマモリ株式会社【均等雇用と食品の安心・安全】 

 
企業名 ヤマモリ株式会社 

ＳＲ活動 食品の安心・安全の取り組

み、均等雇用 
中核主題 消費者、労働慣行 

日時 ２００８年１１月２１日 場所 同社本社 

コンタクト者 取締役管理本部長兼総務人事部長：三林憲司 
従業員数 ４４０名 

（２００８年３月現在）

資本金 ４３５百万円 
（２００８年３月現在）

所在地 三重県桑名市陽だまりの丘６－１０３ 

ホームページ http://www.yamamori.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

１８８９年にしょうゆ醸造の「山森商店」として創業、１９６０年代以降、しょうゆ関

連商品「味つゆ」やレトルトパウチ商品「釜めしの素」などを次々と開発し、Ｂ ｔｏ Ｂ
取引を主体とする総合食品メーカーとして事業展開している（しょうゆ第８位、レトルト

食品第３位）。 
特に１９６９年のＮＡＳＡの宇宙食用開発によるレトルトパウチ食品の日本での市場化

とほぼ時を同じくして、レトルト殺菌装置の独自開発に成功したことは同社の一大転機と

なり、今では同社松阪工場は、レトルトパウチ食品の生産において日本最大級となってい

る（日本缶詰協会調べによる日本全体の年間生産量１８億食の約１０％）。 
企業理念“果てしなき夢をえがき、満足を追求し続ける”には、“まだまだ・もっともっ

と”という顧客の満足の追求に応える、従業員としての“自己の満足の追求”によって、

やりがいが生まれるという意味を含んでいる。しょうゆ醸造専業としては比較的歴史が浅

い点を、新たな商品の開発や市場の開拓で補い乗り越えてきたという自負が込められてい

るようだ。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

ＩＳＯ９００１（品質マネジメントシステム）およびＨＡＣＣＰ（食品衛生管理システ

ム）による品質保証体制の構築・運用による“安全（商品の品質）”と、企業倫理や行動規

範の浸透による“安心（社員の意識）”の確保を推進している。また、２００２年に「均等

推進企業表彰」の三重県労働局長賞を受賞した均等雇用の取り組みの継続によって、“安心”

にも繋がる企業風土を維持している。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

安心・安全の確保は、食品メーカーとして死活問題であることは様々な他企業の事例を
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参考に強く認識してきているが、とくにＢ ｔｏ Ｂ取引を主体とする業態からの必要性に

よるところも大きく、環境対応の取り組みとあわせて、納入先企業からの要求は年々強ま

っているという。 
同社では２０００年に松阪工場で日本版ＨＡＣＣＰといわれる「総合衛生管理製造過程」

の認証を取得、２００３年には本社、桑名工場なども加えてＩＳＯ９００１認証を取得し

ている。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

品質保証体制については、上記の通りＩＳＯ９００１およびＨＡＣＣＰというマネジメ

ントシステムを基礎とし、日常生産される商品に対する使用原材料の受入管理／工程管理

／製品検査／出荷製品保証などを行う品質管理部門に加えて、２００１年以降は社長直轄

の品質保証部門を設置して品質関係マネジメントシステムの構築・運営／審査・承認／品

質啓蒙推進などを推進している。 
なお、原材料の安全性確保については、食品衛生法などに基づく購入基準を設定し、産

地／規格／生産工程／ＢＳＥ／アレルギー物質／遺伝子組み換え／添加物／農薬・抗生物

質／各種試験成績などの情報を規格書や証明書で確認するほか、残留農薬の外部分析、現

地の生産ラインの監査・指導や栽培状況・農薬使用状況の確認なども随時行っている。 
また、均等雇用については、上記の２００２年受賞の理由とされた点は次の通り。 
・ 個人の意欲と能力に応じた取り組みが社内で違和感なく実施できる社内風土がある。 
・ 大卒女性の応募が多く、採用実績も多い。 
・ 今まで女性が配置されていなかった職務（深夜業、醸造、計量）に配置するなど女

性の職域拡大に努力している。一般的に女性の配置の少ない外勤営業に女性を３名

配置している。 
・ 結婚で転居するため退職を考えていた女性従業員を配転させることにより、継続勤

務させるなど配慮している。 
・ 女性管理職は、課長が１名、係長が２名在籍し、昨年度も女性課長がおり定年退職

するなど実績があり、今後も登用される期待がある。 
“扱う商品を考えれば女性の応募が多いことや男性と同等に働いてもらうことは当然で

あり、評価基準や研修機会なども男女でまったく同等”とのことで（但し、総合職／一般

職のコース制度あり）、現在の女性管理職は、部長１名（商品開発）、課長３名（企画、営

業、マーケティング）、係長８名（営業、商品開発、人事、品質管理）。特別な方針や制度

について言及されることもなかったが、２００２年当時の“今後も登用される期待”が現

実となっているのは、同社にとってそれほど自然なこととみるべきだろうか。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

“食品の安心・安全を確保しながら顧客満足を実現する”ためにＩＳＯ９００１を、“環
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境負荷低減への取り組み”のためにＩＳＯ１４００１を導入して活動してきたが、活動全

体の効率化を目指して、この２つのマネジメントシステムをＩＳＯ９００１に１本化する

ことを現在推進している。 
この統合マネジメントシステムが実現すれば、将来的に雇用や労働安全衛生などの重要

な経営課題もこの中に取り込むことが可能になるとのことであり、それらの仕組み化によ

る継続性の確保や取り組みへの動機づけのためにも、期待されるところである。また、“タ

イとニッポンの食の懸け橋になる”ことを目指しているタイ関係の事業展開や社会貢献活

動の面なども、より一層の進展に向けてこのシステムに組み込んでいくことが今後の課題

と思われる。 
 



SR 実践に関する中小企業事例調査報告書 

 73

事例８ 株式会社アイ電子工業【中高年人材の活用】 

 
企業名 株式会社アイ電子工業 

ＳＲ活動 高齢者・障がい者を活か

す起業 
中核主題 労働慣行、人権 

日時 ２００８年１１月１８日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役：高橋徳経 
従業員数 １８７名 資本金 １００百円 

所在地 栃木県大田原市美原３丁目３３２３番地１２ 

ホームページ http://www.ailove.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

アイ電子工業は、１９８０年現代表取締役である高橋徳経氏によって創業され、９５年

以降は携帯電話の普及に伴い急成長を遂げた電子機器製造組立企業である。携帯電話関連

事業に携わると同時に電子機器設計・製造・生産の総合的な商品開発技能を活用し、産業

機器・検査機器・環境保全・福祉機器などの多様な分野での商品開発および共同開発を請

け負っている。携帯電話市場の成長カーブが鈍ることを察知し、早くから携帯電話だけに

依存しない多角的な商品開発経営を早期より実践している。 
高橋代表取締役は社訓として「信頼・感謝・努力」を揚げ、「他人は迷惑をかけない」こ

とを念頭に「正義」心を持って人とのコミュニケーションを重視し、常に誠実な姿勢で社

員・顧客と対峙する経営を行っている。 
またアイ電子工業本体を核に、中高年の人材を活用する「株式会社玄人軍団」や資源活

用を推進する「株式会社もったいない」のグループ企業を並行して起業、環境や介護福祉・

子育て・地域社会など様々な SR 分野に関係する商品開発やサービス提供を展開している。

最近ではアイデア商品の持ち込みも増えているという。２００６年にはベトナムに「ＤＡ

ＩＫＵ‐ＪＶ」という進出日本企業向けリース工場を運営するなど、事業経営を多角化さ

せることで昨今の不況の衝撃を最小限に食い止めようとしている。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

アイ電子工業における多様なＳＲ活動のうち、「玄人軍団」は定年退職者を中心とした中

高年の業務経験や技術を活用することを目的として２０００年に設立された。社員は現在

３６名で、アイ電子本社敷地内に工場を構え、低コスト・高品質・迅速対応をモットーに

電気部品の組み立てから製品の検査をはじめ対応可能な限りの多種多様な業務を請け負っ

て作業実施するほか、生産管理や品質管理など業務経験を活用したコンサルタント業務も

行う。業務の範囲を比較的単純な作業から経験を要する企画・コンサルタント業務まで幅

広く設定することで、未経験者から専門分野を持つ熟練者まで自分に合った「適材適所」
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を選択することができる。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

「玄人軍団」創設の背景には、１９９０年代後半に受注量が大きく変動する状況下で一

時多くの熟練パートを解雇せざるを得ず、その後好況に転じた際も手放した人材が戻らな

かった経験がある。そこで社の基幹業務に大幅に依存しない、多角的な事業を設定し各分

野での経験者を集めようと考えた。また定年退職後の人材は、できるだけ出身企業に停滞

させずに流動化させることが、退職者の働く意欲を刺激すると考え、新たな働き場所の提

供としても「玄人軍団」組織が有効であると考えた。出身企業への営業パイプ確保の目論

見もあった。 
当初折り込み広告で人材募集をしたところ、予想以上の３０名ほどの応募者があり３か

月の試用を開始したが、出身職務や出身企業文化の差異などから、予想以上にコミュニケ

ーションの円滑化が進まず退職する者も多く、特に管理職経験者は歩留まりがよくなかっ

た。開始１年の収益は大幅の赤字となったが、徐々に組織体を改革しつつ体制を整え、現

在ではシニア層だけではなく障がい者の受け入れも行っている。普通就労が難しい障がい

者でも、シニアの人間性と人生経験をもって気長に指導・教育することで時には障がい者

の適性をうまく見出し、健常者以上のパフォーマンスを引き出すこともあるという。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

導入時の試行錯誤を経て、現在「玄人軍団」は、１，０８０円工場・販売／イベント・

企画／管理の３つの柱で運営されている。 
＜１,０８０円工場＞ 

 工場版１００円ショップ 
 １分１８円の分単位で委託加工 
 業務オーバフロー時の緊急業務代行、技能を必要とする特殊工程へ人材派遣 

＜販売／イベント＞ 
 介護商品、環境関連、アイデア商品の販売とイベント企画開催 

＜企画／管理＞ 
 各自の専門性を活かしたコンサルタント業務 
 製造管理、品質管理、営業／マーケティング、総務管理各分野で専門知識を活用 

「玄人軍団」では、シニアの経験を活用できる職域を提供しシニアの雇用機会を創造す

ると同時に、「玄人軍団」の事業として介護福祉や環境といったＳＲ活動の事業にも積極的

に取り組んでいることが特徴的である。 
「玄人軍団」採用にあたっては、試用期間の就業形態をウイークリーワーカー・マンス

リーワーカーに分け、ウイークリーワーカーについては働きたい職務や就業形態が比較的

明確な応募者について短期間の職務従事後、別の職場に移りたいと考える応募者について
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は引き留めない。マンスリーワーカーについては、比較的緩い縛りの就業形態で、仕事や

働き方を模索した上で就職するかどうかを判断できるようにするなど、柔軟性をもってシ

ニア採用に対応していることが、結果的に有用な人材を確保することにつながっている。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

当面の「玄人軍団」の課題は、より SR を果たす事業の拡大と軌道化、そして株式会社ア

イ電子工業に依存しない独立採算制の確立である。そのための組織・体制作りと人材発掘・

確保に引き続き注力する予定である。 
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事例９ 株式会社ネツレン・ヒートトリート【障がい者の受入と職場安全向上】 

 
企業名 株式会社ネツレン・ヒートトリート 山形工場 

ＳＲ活動 聴覚障がい者の就労体験

受入 
中核主題 労働慣行、組織統治 

日時 ２００８年１２月２日 場所 同社本社（親会社と同一） 

コンタクト者 代表取締役（高周波熱錬株式会社常務取締役）：新田一 
高周波熱錬株式会社取締役（社外取締役・弁護士）：齊藤誠 
高周波熱錬株式会社管理本部企画管理部 担当部長：安川知克 

従業員数 ３０名（山形工場）、 
１，０５８名（連結） 
２００８年９月末現在 

資本金 ８０百万円（親会社は６，４１

８百万円） 
２００８年３月末現在 

所在地 東京都品川区東五反田２－１７－１（本社）、山形県東根市東根大森工業

団地内（山形工場） 
ホームページ http://www.k-neturen.co.jp/ （ネツレングループ） 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

１９８３年に高周波熱錬株式会社の子会社、株式会社ネツレン甲府として設立（２００

０年に株式会社ネツレン・ヒートトリートに商号変更；山形工場は１９９１年新設）、ＩＨ

（誘導加熱）技術による工作機械用部品などの熱処理加工を親会社から受託している。 
２００７年に策定された「ネツレングループ経営理念」では、“技術力、高品質、高いお

客様満足度、そして透明で公正な企業文化を背景に社会から信頼されるパートナー”とな

ることを目指すとともに、“安全および健康を基本とし、人を育て、活力ある企業グループ”

となること、また“地球環境との共生を基本”としてＳＲを果たす旨が謳われている。 
同グループの事業は、消費財に直結する部分の少ないＢ ｔｏ Ｂ取引であり一般には馴

染みがないが、中核にあるＩＨ（誘導加熱）技術は、機械のみならず建築・土木や鉄道（新

幹線）などのインフラ関係や自動車・オートバイなど、社会基盤として不可欠なものに広

く使われている。また、同技術は電気エネルギーのみを使用し、加工対象の高強度化によ

る省資材・軽量化を実現する“地位旧環境に優しい無公害・省資源のダブル・エコ技術”

であるとして、今後はこの環境対応技術の側面を一層アピールしていく戦略である。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

２００８年７月に山形工場で聴覚障がい者の就労体験受入（５日間）を行ったことを契

機に、“安全の見える化”を実施、職場安全の見直しおよび向上につなげた。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 
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地域の宮城県立ろう学校から実習生１名（高等部３年生）の受入依頼があったことがき

っかけ。受入は企業のＳＲ・使命であるとの思いとともに、上記のグループ経営理念にも

ある通り同社はとくに製造現場の安全を重視していたことから、徹底した“安全の見える

化”によって健聴者である従業員の安全確保・向上にも役立つはずと新田社長は判断し、

受入承諾と同時に事前準備としての活動が始まった。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

受入検討の段階で、財団法人全日本ろうあ連盟ならびに独立行政法人高齢・障害者雇用

支援機構への情報収集を行い、「聴覚障がい者の職場定着推進マニュアル」および「障がい

者雇用職場改善好事例」を入手、本人と担当教諭による見学や打ち合わせを経て、現場担

当者を含む全１０名の山形工場安全衛生委員会によるリスク洗い出しと対策を実施した。 
具体的にはフォークリフト運転関連、一般／避難通路関連、緊急連絡（双方向）などの

項目でリスクが洗い出され、コーナーミラー設置、衝立設置、表示改善、物品整理、注意

喚起などの対策を実施したほか、実習生とのコミュニケーションには連絡（筆談）ボード

と簡単な手話、実習生から従業員への緊急連絡にはブザーを活用することとして職場内に

徹底を行った。 
結果的に、工作機械部品の高周波熱処理、工程検査、確性試験という作業実習は無事に

終了したことに加えて、従業員の安全意識にも変化・向上がみられたという。職場安全に

ついては、業務に追われて気が緩み災害に繋がるケースが多く、製造現場ではどこも「ヒ

ヤリハット運動」などでの情報の共有を行っているが、今回の聴覚障がい者受入は、これ

までにない具体的な視点に基づく安全管理体制見直しの良い機会となったことは間違いな

さそうである。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

同社の他工場さらにはグループ内の他企業への今後の展開が課題とのこと。当初判断時

の“社会貢献としての障がい者実習受入”と“異なる視点での職場安全の見直し”という

両側面から、山形工場を含めた継続的・計画的な取り組みが期待される。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

ネツレングループ全体として、２００２年～２００３年頃から内部統制システムの整備

に着手し、２００３年「ＣＳ（顧客満足）宣言」「品質方針」、２００５年「ネツレン労働

安全衛生基本方針」「個人情報保護方針」、２００７年「ネツレングループ経営理念」「環境

方針」「情報セキュリティポリシー」のほか、「ネツレングループ企業行動倫理基準」「コン

プライアンス規程」など様々な方針・規程を策定するなど、着実な進展がみられる。 
また、「コンプライアンス委員会」「全社ＣＳＲ推進委員会」「内部統制推進委員会」など

の組織も設置して定期的に開催し、内部統制に関する経営者アンケートやＥＳ（従業員満
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足）調査の結果などを含む情報の共有と取り組みの検討が行われている。これらの方針・

体制の構築の流れは、社外監査役・取締役としての齊藤弁護士の起用の効果でもあるよう

だ。 
東証１部上場企業グループとしては標準的な取り組みともいえるが、上記の本業におけ

る環境対応技術の側面のほか、旧社員寮の社会福祉法人への寄贈など社会貢献活動にも積

極的な姿勢がある。やや遅ればせながらＣＳＲレポートを発行する予定で準備を進めてい

るとのことで、ＰＤＣＡの仕組みと成果の情報を如何に開示していくか、今後の課題とい

える。 
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４ 環境 

 
事例１０ 久米繊維工業株式会社【製造・素材の環境配慮とエコロジー普及活動】 

 
企業名 久米繊維工業株式会社 

ＳＲ活動 Ｔシャツアートとエコロジー

の普及 
中核主題 コミュニティ、環境 

日時 ２００８年１１月４日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役：久米信行 
従業員数 １１０名（パートを含む） 資本金 ６００百万円 

所在地 東京都墨田区太平３－９－６ 

ホームページ http://www.t-galaxy.com/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

久米繊維工業は、莫大小（メリヤス）の産地である東京・墨田区本所に創業し、以来３

代続くＴシャツ製造・販売メーカーで、日本のＴシャツ製造の草分け的存在である。３代

目の久米信行氏は、証券業界を経てこれまでの企業運営に新たな発想・視点を加え、業界

の活性化に尽力している。 
企業方針としては、 
① 製品品質：海外生産品に比して長く使用される、着るほどに味が出る製品作り 

② 環境品質：オーガニックコットン使用のＴシャツ製造と普及、グリーン電力の推進 

③ 文化品質：和の素材／デザインのＴシャツ製造への導入 

を柱に、Ｔシャツを神話的商品／プレミアム商品／普及量産商品など製品のポジショニ

ングを明確化し、Ｔシャツ製造業という「モノづくり」の再構築を試みている。消費者を

マニア／シニア／ジュニアにセグメントしマスを狙わず確実なロイヤル層を維持する商品

コンセプト・製品開発を行うなど、マーケティング・ブランド戦略を明瞭に打ち出してい

る。 
同時に、Ｔシャツをアート・エコロジー素材ととらえて各地で行われるアート・エコロ

ジー関連イベントに協賛するなど、Ｔシャツメーカーとしての本業「モノづくり」に、企

業の付加価値として、イベント・プロジェクトなどの「コトづくり」を積極的に推進して

いる。 
企業姿勢の発信媒体としてブログを早期より有効に活用するなど、新しい企業コミュニ

ケーションの先駆的存在でもある。（書籍「ブログ道」「メール道」） 
また墨田区などの地場企業のネットワーク化を通じて、地域おこし活動でもリーダーシ

ップをとるなど、多様な活動を展開し新たな久米繊維工業の企業像を打ち出している。 
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（２） ＳＲ活動概要 

久米繊維工業のＳＲ活動は、Ｔシャツ製造という本業を通じての環境活動の実践と、Ｔ

シャツという素材を活用したアートやエコロジーイベント・プロジェクトの実施の２点に

大別される。イベント・プロジェクトは継続性の高いものも多く、著名人や大企業からの

支援も徐々に集まるようになり、次第にプレゼンスを高めつつある。また、グリーン電力

の導入は自社実践にとどまらず、取引先企業へ営業提案を行うなど、社員の環境意識が営

業の実践にも反映している。 
【アート・エコロジー関連イベント／プロジェクト】 
・ 砂浜美術館Ｔシャツアート展を後援 
・ 渡良瀬エコビレッジプロジェクトを応援 
・ ＪＭＡＡエコロジーチャリティＴシャツアート展を後援 

【環境活動】 
・ 自社工場にグリーン電力認証システム導入、Ｔシャツ関連プロジェクトでもグリー

ン電力を推進 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

久米繊維工業のＳＲ導入契機は、久米代表取締役のことばを借りると「絶滅危機に瀕す

る」Ｔシャツ製造として企業存続するために、Ｔシャツ製造と関連するＳＲ活動の実施が

必須と感じたことにある。 
導入当初は、全社的ではなく、まずは久米代表取締役自らが小規模・身の丈で各種の活

動を起こし、ブログなどネットツールを活用して継続的な情報発信を行った。活動初期に

は、久米氏の活動が周囲に理解されにくく、従業員や各ステークホルダーに納得性をもっ

て諸活動の意図が浸透するには少なくとも３年かかったという。 
現在も社内での特別なＳＲ実践体制はないが、本社勤務の営業をはじめとする１０余名

全員が自社のＳＲ活動を意識し、日頃の業務を実行するようになっている。たとえば従業

員の営業活動において、イベント企画の商談中にグリーン電力を提案してクライアントに

歓迎されるなど、各社員に意識変化と能動的なＳＲ活動の定着がみられる。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

導入期には久米代表取締役個人の活動に全面的に依存していた久米繊維工業のＳＲ活動

は、次第に社員全体に浸透していくと同時に、情報発信を継続することで最近では大手の

広告代理店や企業・文化／アート関連団体などとの協働プロジェクトなども発生しており、

自動車メーカーのＮＩＳＳＡＮとは、ケンメリ（ケンとメリーのスカイライン）復刻Ｔシ

ャツの企画に関与するなど、Ｔシャツ製造の本業にもプラス効果があらわれている。 
久米代表取締役のＳＲ活動やブログによる情報発信活動の注目度は高まっており、ＮＰ

Ｏ団体（日本財団・ＣＡＮＰＡＮ）の理事や大学講師を務めたり、各種の講演やパネリス
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トとして諸活動を幅広く発信する機会は増えている。 
ＳＲ活動が社員へ定着していることと、低コストで運営可能な活動を企画することで、

一般的にＳＲ活動の障壁といわれる人材・コスト面での課題は、久米繊維工業では大きな

問題となっていない。とはいえ取り組み開始時期から社員を含めた周囲の理解を獲得する

までには３年を要しており、人材育成には中・長期的な覚悟は必要である。コスト面では、

当初よりローコスト活動を念頭に企画立案したため、障壁になってはいない。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

久米繊維工業のＳＲ活動は、社内での活動の定着化と対外的な活動の認知と評価の高ま

りを経て、新たなフェイズに進んでいる。活動の規模拡張もあり、今後は活動の仕組化や

横展開などにどのような施策をとるかが当面の課題である。また諸活動を推進する上で、

久米代表取締役に続くリーダーの育成も必要であると考える。 
久米繊維工業のＳＲ活動は、会社の事業存続のためのバリューアップとして必要な手段

であった。特に中小企業としては、「顔の見える経営」「従業員との距離の短さ」を利して、

ＳＲ活動が効果的に本業の価値創造に貢献できていると考える。ただし独自性を持った活

動の企画や自社製品のブランディングなどのマーケティング戦略と実践推進力があって活

動の軌道化が可能となるわけで、経営者の柔軟な発想と強い牽引力が必要である。 
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事例１１ 株式会社リバイブ【環境・地域志向の産業廃棄物処理事業】 

 
企業名 株式会社リバイブ 

ＳＲ活動 先進的産業廃棄物処理事業の

実践 
中核主題 環境、コミュニティ 

日時 ２００８年１１月２５日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役：平沼辰雄 
従業員数 ４２人 資本金 １２百万円 

所在地 愛知県弥富市西中地町五右１３５－２ 

ホームページ http://www.revive.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

同社は、１９８４年に土木と解体を主とする平沼建設として創立され、現在は産業廃棄

物の収集・運搬と中間処理、建築物の解体などを主な事業としている。平沼社長は２代目

ではあるが、現在の会社をつくり上げた実質的な創業者である。１９９９年に社名をリバ

イブに変更、２００６年には弥富市にある中間処理施設に本社を移転し現在に至っている。 
「地域から地球へ 地球クリーニング」を企業理念としている。「モノを作る段階から廃

棄のことを考え、廃棄を次のモノへの再生の出発点として考えることで、資源の無駄をな

くし、繰り返し循環させる『善・循環型社会』の実現に向け取り組む」としている。産業

廃棄物処理業が縮小することこそ理想であり、それを見越して、新たな領域として環境共

生機器の販売事業の開始、さらには地域環境の改善を視野に入れた農業への進出準備など、

果敢な挑戦を行っている。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

① 徹底した環境・省エネ本社ビル 
本社移転を機に改築したビルは、理念を実現するあらゆる環境対策を取り入れた

もので、それ自体が環境共生機器のショールームとなっている。 
② 解体・廃棄物の徹底した分別と再利用 

引き取った廃棄物は徹底的に分別され、再利用にまわされる。年々増え続ける廃

棄物を正確に分別するのは限界だとして、廃棄物の排出事業者に対し、分別の協

力を要請したり分別指導を行うなど、製品製造段階からの協働を目指し、取り組

んでいる。 
③ 地域との協働 

中小企業が生きられるのは地域の理解があるからこそと、積極的に地域での活動

を行っている。 
本社の隣のため池の浄化、道路わきの清掃、地域と一緒になって堆肥を製造し、
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それを使って農地を借り無農薬での農業実践を始めている。小学生に環境教育と

して、工場見学や農業体験なども行っている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

平沼社長は、廃棄物の処理を行う中で、なぜこうもごみが出てくるのか、このまま行く

とどうなるのかという疑問を深めていった。廃棄物を焼却したり、埋め立てたりすれば、

地球環境の破壊は進み、深刻で危機的な状況となる。少しでも廃棄物を減らし、再び資源

として活用する循環型の社会にしていくことが使命であると認識するようになる。また、

産廃業は地域から嫌われるのが一般的なので、地域の信頼、期待にどう応えるか、認めら

れる企業になるためにはどうすればいいのかということから、地域での活動を進めていく

ことになった。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

同社の本社に近づいていくと、それまで道路わきに草が生い茂り、その中にごみが散乱

していた光景から、きれいに刈られごみのないすっきりとした光景に変わる。そして道路

わきで回る風車が目に飛び込んでくる。 
２００６年、本社移転をする際に、小さなビルではあるが、徹底して理念に沿った本社

ビルの改築を行った。ビルの外壁や屋根には太陽光パネル、屋上は全面緑化され、さらに

窓の外側にも植物を這わせ熱気を遮断、屋上から光ファイバーで部屋の中に太陽光を導入

する太陽光採光システム、風力発電、雨水利用と、あらゆる環境対策機器を導入している。

そして、ビル全体を環境共生機器のショールームとして公開している。 
廃棄物の分別については、手作業で徹底的に行われている。価格競争に巻き込まれず、

適正な価格で請け負い、法令を遵守し、それ以上の分別再利用を進めている。また、廃棄

物を受け入れるだけではなく、廃棄物を出す事業者に対し、改善要望や指導を行うことで、

トータルでの環境負荷を削減しようとしている。 
愛知県弥富市という地域との共生・協働を考えたとき、また深刻な環境破壊や食糧危機

に対応するためには、農薬利用や担い手がいないことが問題となっている農業分野で、地

域に貢献していくことが必要だとの思いで、「業」としての「農」への進出を準備している。

すでに本社周辺の畑を借り、近隣の高校の支援も受け、野菜づくりを始めており、いずれ

はより広い農地で米や野菜を無農薬でつくり、ため池の浄化と合わせて蛍の来る地域を目

指している。 
また、同社は環境方針（基本理念と基本方針）を掲げ、さらに環境活動計画、環境数値

目標を持ち、その実績とともに全てを環境活動レポートとして公開している。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

耐震偽装の影響による建築確認の厳正化、原油高、そして金融危機と３つの大きな波に
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さらされ、売上が大きく落ち込んできている。理念を崩しては、何のためにやっているの

かということになるので、非常に苦しい時代となっている。新たな領域である環境共生機

器の販売や農業はこれからの分野であり、生き残りをかけ正念場を迎えているように思え

る。 
同社は、「環境共生型コミュニティ」の創出プロジェクトに着手している。「高齢者の生

きがい・尊厳性をもった生活の場の提供。地域連帯による雇用の場の確保を目指します」、

「食の安全をテーマに季産季消（季節生産の季節消費）、地産地消を行い、エネルギーは太

陽光・風力のみを用いる、完全循環型の空間を創出します」という大きな「夢」の実現に

向けたプロジェクトである。今後の取り組みが期待される。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

理念を堅持し新たな分野にも挑戦するためには、社員が理念に共鳴し、方針に沿った行

動をしなければならない。そうした面では、地域や顧客向けの「リバイブ通信」や、社員

が交代で書いている「環境ブログ」などが、社内の情報共有や一体感にも役立っていると

思われる。 
また、残業は多いようだが、週４０時間を越える部分については残業手当を支払ってい

るとのことで、環境だけではなく雇用面でも法令順守がはかられていることは評価できる。 
ＮＰＯとの協働も行われており、ＮＰＯ法人中部リサイクル運動市民の会や、ＮＰＯ法

人環境市民東海事務所と協働している。「うちはＮＰＯみたいなものだ」という社長の言葉

が印象的であった。 
 

（７） その他 

行政への要望として、中小企業に対する支援が弱い、中央には中小企業庁があるが、組

織が小さく、実態が十分に把握されていないので、強化が必要であるとの意見が出された。

中小企業がいい会社にならないと、地域が良くならないということである。ＥＵでは、「小

企業顕彰」という制度があるとのこと、そういったことを学び参考にして欲しいとも。 
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事例１２ 株式会社尾鍋組【環境配慮型の地盤改良事業】 

 
企業名 株式会社尾鍋組 

ＳＲ活動 環境配慮型 地盤改良事業の

普及 
中核主題 環境 

日時 ２００８年１１月１９日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役：尾鍋哲也 
従業員数 １８名 資本金 ３５百万円 

所在地 三重県松阪市飯高町宮前３２１－４ 

ホームページ http://www.onabe.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

株式会社尾鍋組は、三重県松阪駅から車で約４０分の山間部飯高町に１９６２年創業し、

公共機関からの土木事業の請負を主業としている。総合建築業としては従業員数１８名と

小規模ながら、地域定着型の公共土木事業者として長く松阪市とその周辺地域で事業を展

開してきた。 
経営戦略としては、公共土木事業に対して今後の飛躍的な成長性が見込めないことを認

識し、公共土木技術の民間事業への転換を模索し、２００３年に「自然素材の砕石を利用

した地盤改良事業」を既存の公共土木事業に並行して開始した。 
代表取締役尾鍋氏は、三重ＴＬＯ（三重大学地域共同研究センター）の会員であり、新

連携（異分野連携新事業分野開拓）計画認証および中小企業経営革新支援法認証企業とし

て、産学連携ネットワークを駆使しながら事業運営を行っている。 
尾鍋氏は、各種セミナー・フォーラムなどでの講演も多く、日本財団ＣＳＲ報告書調査

における情報開示度ランクでは、建設業界内において大手建設業に並び上位（２０位）に

ランクされるなど事業の公開性に注力し、「砕石の地盤改良工法」の認知向上や普及に向け

て積極的な社外発信を展開している。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

尾鍋組が施工する「砕石の地盤改良工法」は自然素材の砕石を１００％使用する地盤改

良工法で、住宅施工時の地盤改良に適用可能な工法である。従来普及しているセメント系

固化材あるいは鋼管杭を素材として用いた工法に対して、自然素材の砕石を１００％使用

することで地盤に人工的異物を埋め込むことなく、将来的に産業廃棄物を排出しない環境

配慮型の地盤強化方法である。 
２０００年に住宅品質確保促進法が施工されて以来、地盤改良工事のニーズは急増し、

現在では約２件に１件の割合で住宅建築時の地盤改良が行われているという。その工事の

ほとんどが従来工法の人工異物の埋め込みでまかなわれているのが現状であり、「砕石の地
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盤改良工法」を市場に普及させることが、環境分野における企業のＳＲ行動であると考え

る。 
一方、「砕石の地盤改良工法」は従来工法に比べ施工費用が高く、未だ多くの施工主が地

盤改良に対して最低限のコストで済ませようとする傾向が根強いのが現状である。また住

宅メーカーは環境保全優位性を理解しながらも、消費者がより安い地盤改良工事を求める

現状では、積極的に砕石の地盤改良工法を推奨・採用するには至っていない。砕石の地盤

改良工法のコスト削減および社会全体への認知度の向上が課題となっている。 
そこで尾鍋組は、砕石の地盤改良工事の施工原価の低減と施工効率の向上を目指し、三

重大学と共同研究を開始。２００８年１０月、新しい砕石地盤改良技術「エコジオ工法」

と専用のアタッチメントを開発した。開発したアタッチメントは、一般的に普及している

小型地盤改良機に取り付けられるため、既存の地盤改良業者が砕石の地盤改良工事に取り

組むことが可能となる。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

尾鍋組が「砕石の地盤改良工法」に取り組む背景としては、環境関連市場の活性化と公

共土木工事の市場の縮小があげられるが、同時に地盤改良工事に関連する法規制の施行や

通達が２０００年以降相次いだことも要因といえる。土地の環境・資産価値に影響する主

要な法規制の改訂・通達は以下の通りである。これらの法規制通達は、個人・法人の土地

の価値、金融機関の担保価値にも影響する可能性があるにもかかわらず、管轄機構および

関連業界が多岐に渡ることで、一般的にはほとんど認識されていない。尾鍋組は、早期に

その全体像を把握し、砕石の地盤改良工法導入を先駆けた。 
尾鍋組は「砕石の地盤改良工法」の普及にあたり、三重ＴＬＯの仲介により三重大学児

玉克哉教授とマーケティングに関する共同研究を行ったことは特徴的だ。売り方を模索す

る過程で、様々なネットワークを活用し、地方銀行と連携して砕石の地盤改良工法を採用

した施主に対する環境配慮型住宅ローンのサービス商品化（金利の優遇）も実現している。 
２００５年には経済産業省・中小企業庁が主幹する、分野の異なる中小企業の連携を支

援する「異分野連携新事業開拓」の第１回募集で参加企業として認証された。砕石の地盤

改良工法導入期に、従来の土木事業業界内にとどまらず異業種・産学共同のネットワーク

構築を推進し、幅広い視野を持ちながら工法の導入と普及に尽力する尾鍋組の姿勢がうか

がえる。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

現在、砕石の地盤改良工法は業界関係者からは環境配慮型の地盤改良工法として認知さ

れつつあるが、コスト面および業界大手の本格的採用が足踏みする中、施工数は飛躍的に

は増加していない。そこでコスト面の改善と砕石の地盤改良工法を基盤とした自社の事業

優位性のために、三重大学との産学協同研究により、砕石の地盤改良技術「エコジオ工法」
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を開発した。一般的に普及している小型地盤改良機へ、専用のアタッチメントを取り付け

るだけで砕石の地盤改良工事が行える商品の完成と市場導入が間近である。新規で技術開

発を行うことは、中小企業単独では開発した技術の検証などを行うことは難しいが、産学

共同研究とすることで、技術的な課題の解決を実現している。 
法規制改訂や環境意識の急増という背景をもとに、砕石地盤改良工法の業界市場におけ

る優位性を確認しつつ、異分野や産学連携のネットワークを駆使したマーケティング戦略

により、砕石地盤改良工法の普及に携わることが、尾鍋組にとってのＳＲ実践となってい

る。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

尾鍋組は、「地中に廃棄物を残さない砕石の地盤改良工事の普及」という本業をＳＲ活動

として実践・普及推進する企業である。しかし新種の工法普及には実験・実証などの開発

資金の調達とともに、情報発信および営業活動での課題も多い。そこで着目するのが、Ｎ

ＰＯなど非営利・中立団体と連携した、工法普及広報活動などの機能への期待だ。企業と

しての事業経営と非営利団体の両輪を駆動させることで、より効率的・効果的な工法普及

を目論む。尾鍋代表取締役は独自に海外事例などを探索し、次なる異分野連携形態の模索

を始めている。 
 



SR 実践に関する中小企業事例調査報告書 

 88

事例１３ 株式会社ＯＫＵＴＡ（オクタ）【環境配慮型ロハス・リフォーム】 

 
企業名 株式会社ＯＫＵＴＡ（オクタ） 

ＳＲ活動 環境配慮型住宅への事業転

換 
中核主題 組織統治、環境、消費者 

日時 ２００８年１１月１３日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役社長：山本拓己 
従業員数 １６７名 資本金 ６７百万円 

所在地 埼玉県さいたま市大宮区宮町３－２５ 

ホームページ http://www.okuta.com/ 

 
 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

株式会社ＯＫＵＴＡは、建築事業者・有限会社プラスとして１９９２年に社員５名で住

宅リフォーム専業として創業、その後約１０年間に渡り急成長を遂げた。典型的な中小規

模の建築事業者であり、積極的な営業活動で新規顧客を拡大し、施工件数・売上を短期間

に急増させ、関東圏で次々と営業所を開設した。 
急成長を遂げる一方で２０００年に入りリフォーム市場の供給過多状況が顕著になって

きたことを契機に２００２年、現会長・創業者奥田氏と現社長・山本氏主導のもと、新創

業ともいえる大幅な経営方針の転換を決断した。新たな経営方針では、“安心”“安全”“健

康”を念頭に、自然素材を多用した「ロハスリフォーム」を提唱、以来サステナブルなミ

ッション型環境経営を実践している。 
経営方針の転換にあたっては、顧客の類型化、提供する商品・サービスの価値を“自然

素材”“デザイン性”とし、顧客ターゲットを個人志向が強く自分仕様にカスタマイズする

ことに喜びを感じる団塊ジュニアに設定、またターゲット顧客に見合うインターネットを

主要コミュニケーション方法として取り入れるなど、マーケティング戦略を吟味しながら

経営の転換を図った。その結果、経営方針転換時期に前後し、感度の高い消費者の求める

価値がＯＫＵＴＡの提唱する“自然素材”を多用した“高いデザイン性”の実現といった

商品・サービスに合致し、経営方針転換時のマーケティング戦略が軌道にのった。以降、

それらＯＫＵＴＡの価値観と合致した質の高い顧客との取引に会社・社員が育てられなが

ら、転換した経営方針が着実に社内に浸透している。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

ＯＫＵＴＡのＳＲ活動は「社会的課題を事業的に解決する」という山本社長の言葉に端

的に表れている。すなわちＯＫＵＴＡの商品の主軸である「ロハスリフォーム」事業その

ものがＳＲ活動である。 
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「ロハスリフォーム」は、居住者の健康や安全を重視した自然素材を多用したリフォー

ムで、自然素材を利用することでライフサイクルＣＯ２の低減も達成するなど、“環境”“消

費者課題”に対応する工法でもある。価格的には資材コストなどが通常より高くなるため、

一般的なリフォームに比べやや割高（大手ハウスメーカーの価格と同程度）とのことであ

るが、材料費（物販）と工事費を明確に分けた「材工分離」の販売形態を導入することで

資材価格の高騰を抑えられた結果、口コミやホームページなどを介して安定的に事業が営

まれている。 
また、ＯＫＵＴＡのＳＲ活動は、環境への取り組みや顧客への“健康”“安全”“快適”

提供だけでなく、社員やその家族までもが“快適”であることを目指しており、ブログな

どを利用して経営者と社員やその家族とのコミュニケーションの活性化に積極的に取り組

んでいる。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

ＯＫＵＴＡにおける経営方針の転換と「ロハスリフォーム」事業の展開の契機は、１９

９０年代後半の住宅の供給過多・ストック傾向による建築業界全体の不況化にある。同時

に、経営主体であるＯＫＵＴＡ会長・社長は、ひたすら会社を大きくしてきたが、明確な

事業目的が必要であるとの思いで一致していた。そして業界全体が沈滞化する中、議論を

繰り返し、経営方針の大幅な転換を決意した。最終的に２００４年に公開された新たな経

営方針では、「自然素材を多用した健康で環境配慮型の住文化の提案」を明記している。２

００２年時点で、当時は一般には浸透していない「ロハス」のコンセプトを、住居のスト

ック傾向が進む中リフォーム市場の可能性と併せて「ＬＯＨＡＳ Ｓｔｕｄｉｏ」ブラン

ドとして事業の核として据えたことは、その後急速に一般消費者に「ロハス」コンセプト

が普及したことを見ても、先駆的であったといえよう。 
一方、方針転換に際しては、それまでの社員や顧客の半数以上が入れ替えとなるなど、

痛みを伴うものであった。特に従来の成績優秀な営業社員や店長クラスの主要メンバーが、

経営方針の転換に当たり相次いで退社したことなどもあり、方針転換当初は業務遂行に差

し障ることもあったようだ。しかし経営の意思には揺らぎはなく、困難な時期においても

転換方針を一貫して提唱し続けたことで、徐々に新たな経営方針に賛同する新規社員へと

入れ替わりが進んだ。また顧客についても、次第に「ロハスリフォーム」のコンセプトを

理解し求める感度の高い想定ターゲット通りの新規顧客の獲得が進み、会社・社員が質の

高い顧客から学ぶことも多くなったという。 
２００２年当時には新鮮だったと思われる「ロハス」という言葉の鮮度は現在でも損な

われることなく、「ＬＯＨＡＳ Ｓｔｕｄｉｏ」ブランドとして着実に顧客を取り込み価値

を提供し顧客満足度を獲得すると同時に、顧客から社員が学ぶという好循環が定着してい

る。 
 



SR 実践に関する中小企業事例調査報告書 

 90

（４） ＳＲ実践と成果 

ＯＫＵＴＡのＳＲ実践は、「社会的課題を事業的に解決する」という社長の考えにもとづ

きリフォーム業という本業の経営において下記４点に集約される。 
① 「ロハスリフォーム」施工 
・ 自然素材を多用した“安心”“安全”“健康”を重視したリフォームの提供 
・ 会社事業そのものがＳＲ実践 
② 環境ビジョンの順守 
・ ホームページでも公開されているＯＫＵＴＡ Ｆａｍｉｌｙ環境ビジョンでは１４

項目に渡りＯＫＵＴＡ Ｆａｍｉｌｙ全体で順守すべき環境ビジョンを策定し社員

全員で実践 
・ たとえば、有害物質が含まれる資材の利用については、１００％無害～法律基準内

までの数段階の資材リストを営業資料とし社員に配布し、顧客と相談のうえ資材選

定するなど、顧客の選択の幅を確保しながらできるだけ有害性の低い資材利用を促

進 
③ ステークホルダー・コミュニケーションの充実化 
・ ＯＫＵＴＡ Ｆａｍｉｌｙとして、社員、社員の家族、顧客、関連会社社員（とそ

の家族）などのステークホルダーとのコミュニケーションを重視し、社長ブログ発

信などを通じて経営の価値をステークホルダーと共有化 
④ 社員採用 
・ 社長自ら全ての採用面接を行い、経営と社員の距離感を狭める 
・ 経営方針転換時は多くの高スキル社員が退社せざるを得なかったが、現在では経営

の価値を理解し実践することを望む応募者が増加 
 
ＳＲ実践内容については、経営方針転換以降大きな変化はみられないが、よりステーク

ホルダー・コミュニケーションや採用への強化がうかがえる。方針転換時に多くの離職者

および顧客喪失を経験したことで、人的資産の維持に重きを置く経営スタンスが形成され

たものと思われる。 
ＳＲ実践による財務指標への貢献は顕著ではない。会社経営としての数値目標は当然設

定されるが、方針転換以前のような売上数値目標達成至上主義ではなく、プロセスを重視

した“顧客への価値提供ができているか”といった、質的な成果をより重視した結果、利

益率が向上している。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

ＯＫＵＴＡは２００２年の経営方針転換時に多くの社員と顧客を失うという痛みを負い

ながら、新しい経営理念を一貫して維持し、ＳＲ活動・事業の基盤を構築してきた。その

結果、社員、社員の家族、顧客、関連企業などのステークホルダー・コミュニケーション
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は深まり、今後は既存のＳＲ活動をどのように成長・拡張・展開していくかが強いて言え

ば課題といえる。 
リフォーム業界は２００５～２００６年にかけて欠陥住宅や悪徳リフォーム業者などの

顕在化で、業界が打撃を受けた。ＯＫＵＴＡも優良顧客を獲得していながらも少なからず

風評被害の余波はあり、一時的に売上ダウンを余議なくされた。その経験をふまえ、より

ＯＫＵＴＡの価値を広く理解してもらうための、広報の充実化に注力しようとしている。

ホームページの充実化や各種取材への対応など、広範なステークホルダーを意識した広報

活動は今後一層ＯＫＵＴＡの存在価値を高めることが期待される。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

ＯＫＵＴＡでは現在、本業を通じたいわゆる営利のＳＲ活動に加え、森林の間伐など森

林保全関連の活動への関心を高めている。また、エコリフォーム関連のＮＰＯの設立運営

も実行しており、多角的なＳＲ実践を実現しようとしている。営利事業としてのＳＲの基

盤を確立させつつ、営利事業と連関性のある非営利のＳＲ活動を展開することで、営利・

非営利連動型のＳＲ活動を実現している。 
リフォーム市場において大手のハウスメーカーが市場シェアを占める中、ＯＫＵＴＡは

大手ハウスメーカーから明確に差別化した価値・プロセス・コミュニケーション重視の自

社マーケティング戦略を立案・実践、そしてその差別化内容を効果的に社員・顧客・消費

者など各ステークホルダーに伝えることに努力を惜しまない。大手企業とは異なるアプロ

ーチでＳＲ活動の意義をＯＫＵＴＡなりに理解し、営利事業・非営利事業両面でＳＲを実

践する経営が今後も注目される。 
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５ 公正な事業活動 

 
事例１４ サラヤ株式会社【サプライチェーンの環境保全活動】 

 
企業名 サラヤ株式会社 

ＳＲ活動 ボルネオなどの自然保護活動 中核主題 環境、公正な事業 

日時 ２００８年１２月１８日 場所 同社大阪本社 

コンタクト者 

代表取締役社長：更家悠介、広告宣伝部部長兼マーケティング担当部長：

代島裕世、商品企画室研究調査員：中西宣夫、総務本部専任課長：小辻昌

平、経営企画室ＩＳＯナレッジグループマネージャ：横山聡、同広報グル

ープ係長：高橋厚子 

従業員数 
８１５名（単体） 
１，２４０名（連結） 資本金 

４５百万円（単体） 
１５０百万円（連結） 

所在地 大阪市東住吉区湯里２－２－８ 

ホームページ http://www.saraya.com/ 
 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

１９５２年に創業。シャボネット、ヤシノミ洗剤など「衛生・環境・健康」関連商品と

サービスの提供を事業の柱とする。創業者更家章太氏は、三重県熊野で代々林業を営む家

に生まれた。今日の同社のＳＲ活動は主として現在の２代目更家悠介社長の手になる。 
熊野の自然をルーツに持つ創業者の自然観・生活感にもとづいた自然にやさしい商品開

発をＤＮＡとして受け継ぎ、これを原点として「環境は地球に生きるすべての生物、そし

て人類にとって貴重な資源であると認識し、環境保全と同時に持続的発展を目指し、衛生

の向上や感染の予防、健康的なライフスタイル支援のための商品とサービスの提供をグロ

ーバルに推進する」ことを基本理念に掲げている。 
このため、世界の「衛生・環境・健康」の向上に貢献するための商品とサービスを主要

事業として特化している。人事・運営面では、国籍や性別、宗教や年齢を問わず、サラヤ

の志に共感できる人を広く集める。人材面でも多様性を尊重している。対外的には各ステ

ークホルダーとのコミュニケ―ションを大切に、インターネットを含め、あらゆる広報メ

ディアを活用して情報を共有し、ともに商品とサービスの質と競争力を上げていく。企業

の活動の社会への貢献は単に事業で利益を上げ税金を納めることで果たせるとの考えでは

なく、事業を通じてより積極的にその社会的責任を果たすべきと考えている。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

原料供給地のひとつであるボルネオのサバ州の環境・生物多様性保全活動について、２

００５年からボルネオ象の保護活動やＢＣＴボルネオ保護トラストの設立を支援している。

その資金として、ヤシノミ洗剤を中心に工場出荷売り上げの１％を寄付するキャンペーン
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を実施している。募金はＮＰＯ法人ＺＥＲＩジャパンやＢＣＴジャパンを通じて寄付され、

ゾウやオランウータン保護のため「緑の回廊計画」を推進し、生物多様性の保全を目指す

活動に使われている。社会の理解を得るため、商品のパッケージへの環境保全メッセージ

のプリントや一般公募による「ボルネオ調査隊」の実施など、消費者と共有できるプラッ

トフォームを作り、今後も継続していく方針である。 
当然、自社の商品そのものにも気を配り、グリーン調達やそれらを支える環境マネジメ

ントシステムの運用を進め、さらにはお客様・従業員などステークホルダーとのコミュニ

ケーションを重視した活動を実践している。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

２００４年テレビ番組の取材を受け、ボルネオ象の苦境を知ったことがきっかけである。

象の生息地が、拡張するアブラヤシのプランテーションで分断されたことが原因であった。

サラヤでは、直ちに環境基本方針に原料生産地の環境保全への取り組みを盛り込み、サラ

ヤとして何ができるか検討を開始した。過大なパーム油利用について世界的な批判が出始

めていたこともこれを後押ししたようだ。 
現代生活に欠かせない加工食品や工業製品の原材料であるパーム油はアブラヤシから搾

られるが、植物油原料の中で圧倒的に１ｈａ当たりの平均年間収穫量が多い。近年世界的

にパーム油の需要が急上昇している反面、熱帯雨林の急減少をもたらし地球環境への重大

な問題としてクローズアップされてきた。パーム油を搾油した後の種子から採れるパーム

核油、ヤシ（ココナッツ）油などを商品の主原料とするサラヤにとって、これを持続可能

な原料として利用し続けるために、「緑の回廊計画」の推進は必要であった。これは、野生

生物の保護にとどまらず、周辺のアブラヤシプランテーションを肥沃にし、害虫の捕食動

物となる鳥やイタチなどの棲息地となる。さらに表土流出を防ぐので河川や沿岸のサンゴ

礁を保全するなど、自然と共存共栄できる方法であると思ってのこと。 
アブラヤシを原料とするパーム油類は、果肉から搾油するパーム油が食用（７０～８

０％）に利用され、種子から採れるパーム核油が、洗剤などに広く活用されており、サラ

ヤ自体の消費量は国内でもごくわずかである。企画レベルでは社内外とも、あまり関心を

持たれなかった。活動がマスコミなどに取り上げられ、受賞なども経て、外部はもとより、

従業員への理解が進んだようである。サラヤで働くことへの誇りも、今まで以上に強まっ

たという。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

サバ州の取り組みについてはテレビの取材がきっかけであったので、まず広告部門の代

島氏が社内でＲＳＰＯ（国際的な非営利団体「持続可能なパームオイルのための円卓会議」）

への参加を企画した。３ヵ月後に研究調査員として中西氏がボルネオの調査を開始し、続

いて更家社長がマレーシアに行きＲＳＰＯや現地のＮＧＯなどにコンタクトをとり、現在
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に至っている。ＣＳＲ推進部門は、専門の部署は設けず、ＩＳＯ１４００１の認証を契機

に各部門の委員によって組織されている。唯一専任と言えるのは、中西氏のみ。商品企画

室に籍を置くが、自然保護関連などに専念。中西氏は元歯科医でＪＩＣＡの国際開発分野

での豊富な経験によりサラヤが招いた。また外部の機関・団体・個人などとのネットワー

ク作りにも力を入れている。 
当時より今の方が、ＳＲや環境問題についての社会の関心も深まってきた。環境レポー

トを広告制作のように外部に依頼して作成することに不自然さを感じて、自らのレポート

として自社で制作している。もともと全ての商品のパッケージデザインを自社制作して来

た素地があり、ホームページや販促物、会社案内も自社制作している。これらに、担当者

が誇りを持って取り組んで来た様子が印象的であった。 
更家社長としては、一連のＣＳＲ活動により、創業者の想いから続くサラヤの企業文化

を、より一層各方面に理解してもらえるようになったと考えている。これはステークホル

ダーエンゲージメントの充実に意図的に力を入れてきた成果ととらえられる。 
たとえばヤシノミ洗剤の売り上げの１％を寄付することの意義を、小学生向けのメッセ

ージとしてパッケージに印刷した。通常の商品を通した接点だけでは、次世代の消費者と

企業が直接つながることは難しいが、これを広げることができたことになる。 
中小企業としての制約は、人的にも資金的にも、ないわけではないが、オーナー企業で

あるので、非常に意思決定が速くでき、社会貢献活動はかえってやりやすいとも言える。

今回のテーマについても、結果的により規模の大きい企業には何もできなかった。一方サ

ラヤが自戒するのは、オーナー企業であるがゆえに、逆にガバナンスの面では注意すべき

であるという点である。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

ガバナンスの課題については、通常の対応策のうえに、会社のサイズの小ささを生かし、

イントラネットも含め、トップから担当レベルまで風通しの良い運営を目指し、実践して

いる。また社員の才能、能力もまた多様であるので、型にはまらない人に大いに活躍して

もらえる企業風土を作っている。そのため、従業員の国籍、性別、宗教、年齢などによら

ない人事評価制度を導入している。オーナー企業において従業員の多様性は、ガバナンス

の面でも重要ではないか。 
サラヤ自身は、活動に対しての公的なあるいは制度的な支援などは現時点ではイメージ

していない、まず自らできることからやってみるという姿勢である。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

サラヤは生物多様性などの環境保全活動は、もともとビジネスを含めて考えないと実効

性がないと考えている。当然グリーン調達やサプライチェーン全体の本業の隅々まで環境

を見据えた展開を図っている。これらの内容は、きめ細かいレベルまでホームページや環
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境レポートなどを通じて情報公開している。 
特にどの分野ということではなく、ビジネスと社会貢献という２軸をバランスさせなが

ら取り組まないと、全体の事業が持続可能でなくなるというのがサラヤの考えの基軸にあ

る。言いかえると社会の期待を裏切らない会社の評価が、企業の発展にとって大きな助け

になると考えている。 
ボルネオのサバ州の環境保全活動に限らず、社会との情報共有は最も力を入れている分

野であり、外注に任せず、自分たちの言葉でメッセージを発信できる体制と企業文化をつ

くってきている。 
一連の取り組みの中で、自然保護か人間の利益かで相反する問題に直面することもある。

簡単な例では、手洗いも衛生面では必要であるが、環境負荷は発生する。最後は人間社会

にとって必要なことかどうかの視点を常に忘れないようにしている。 
 

（７） その他 

サラヤはヤシ油を主原料とした手洗い洗剤を創業以来の主力商品として特化してきた。

「世界の人々にサラヤの手洗いをひろめたい」という誓いの言葉にもみられるように、グ

ローバルな環境保全や衛生推進を、サラヤは社会的な使命感をもって運営してきた。現在

の社長、更家悠介氏は、自らの海外留学などを通じ、社長就任以前から社会活動に積極的

に参加してきた経歴があり、サラヤのＣＳＲを進化させる素地があった。このことが「な

ぜサラヤは社会活動をするのか」の回答であった。 
ＣＳＲは会社を良くしてゆくプロセスであり、社会貢献活動は社会を良くするのである

と考えるとこの二つはイコールではないが、この両面を真面目にやることで、お客様に信

頼され、社員が会社を誇りに思って働くことができるとサラヤは考えている。両立は苦し

いが、楽しく仕事をやる文化があるので乗り越えられるとのこと。中規模企業ゆえの不足

な部分もあるが、必要なモノは皆あるので会社のサイズは関係ないという。 
現在取り組んでいるテーマは、たまたまきっかけがあったに過ぎず、自然にやるべきこ

とを、できる範囲でやっていること、また社内風土において、健康的な思考が支配し、人

材の多様性を意図的に保つ努力など、サラヤの理念（自然、衛生、生物多様）そのものと

の多面的に整合が取れているように感じた。企業を支えるビジョンが、文化として根付い

ていることの証左ではないか。 
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事例１５ 太洋工業株式会社【マネジメントシステム導入の推進】 

 
企業名 太洋工業株式会社 

ＳＲ活動 精密板金加工業における環

境経営 
中核主題 組織統治、環境 

日時 ２００８年１２月８日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役：渡辺一史、総務課課長：木村孝行、顧問：島田勇一 
従業員数 １８３名 資本金 ４６百万円 

所在地 茨城県日立市森山町５丁目８番８号 

ホームページ http://www.taiyokogyo-k.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

太洋工業株式会社は、茨城県日立市に本社を構える１９４７年法人会社として設立した

精密板金加工業で、株式会社日立製作所をはじめとした大手電機・精密機器メーカーを取

引先としている。 
代表取締役渡辺一史氏は創業者から３代目の若手経営者で、代表取締役就任時より経営

への「ＰＤＣＡサイクルをまわすマネジメントシステム」導入を推進しており、特に実践

が後手に回りがちな“Ｃ・Ａ”チェック・アクションを徹底させながら、高度情報化時代

において高精度の製品を低コスト・短納期を目指して生産体制の充実化をはかっている。

また創業当初からの経営理念として人材育成にも積極的に取り組んでおり、マネジメント

システムが有効に機能することで、社員が育成され職場の活性化につながると考える。環

境への取り組みも早い時期から着手しており、これまでにソニー（株）グリーンパートナ

ー認証（２００３年）、ＫＥＳ環境マネジメントシステム（ステップ２）認証（２００５年）

（以下、ＫＥＳ認証）、（株）リコー化学物質管理システム認証（２００６年）などを取得

している。 
さらに太洋工業では、独自の環境レポートを毎年作成・公開している。ＫＥＳ認証登録

企業は環境レポート作成が義務化されておらず、自主的に環境レポートを自社作成する企

業はいまだ限られている中、積極的に環境への取り組みを開示する姿勢がうかがえる。太

洋工業の活動は、日本商工会議所機関誌“石垣”でＫＥＳ認証取得による社内環境や社員

意識向上についての詳細な取材が掲載され、それをきっかけに「日立グループＣＳＲ報告

書２００８」でもとり上げられるなど、関係機関からの注目度も高くなりつつある。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

太洋工業におけるＳＲ活動は、ＫＥＳ認証取得と実践にあり、活動内容は毎年の環境レ

ポートに簡潔にまとめられている。２００７年度の活動内容は、 
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＜環境改善目標＞ 
① 省エネルギー：電力使用量の３％削減 
② 廃棄物の削減：再燃料化ゴミおよび焼却ゴミ量の３％削減 
③ 省資源：水の使用量の３％削減 
④ 活力ある職場作り：小集団活動（プライド運動）活性化支援活動（６回／年） 
⑤ 地域社会との環境調和：工場周辺の美化活動（４回／年） 

の５項目で、目標と具体的施策、実績値と達成度（％）・評価（ＡＢＣ判定）を整理し環

境レポートを通じて開示しており、環境への取り組みのＰＤＣＡサイクルの実践が明示さ

れている。 
活動施策は、社員が取り組みやすいように身近な項目を取り入れ、成果を実感しやすい

ように工夫がなされている。社員は各自が環境改善目標を記入した環境カードを携帯し、

日々の業務において常に環境意識を持って実践できるようにしている。 
太洋工業は以前より、人材育成の一環として「小集団活動」という職場単位で若手リー

ダーを中心に職場コミュニケーションの推進と活性化をはかる活動を行ってきており、環

境活動についても小集団単位での取り組みを推進している。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

太洋工業でＫＥＳ認証を取得する契機は、現代表取締役によりＰＤＣＡサイクルをまわ

すマネジメントシステム導入の推進の一環として、日立グループの環境セミナー・勉強会

に参加したことにはじまる。その結果ＨＩ－ＫＥＳの認証（日立グループが支援するＫＥ

Ｓ認証）企業としては２３番目の取得企業で、比較的早期に取り組んだ企業の一つである。

環境認証については、ＩＳＯ１４００１取得も検討したが、導入実践しやすい活動内容で

あること、低コストで認証登録できることなどにより、ＫＥＳ認証取得を優先させた。な

おＫＥＳへの取り組みにあたっては、日立グループ企業出身の顧問の助言によるところも

多く、調達元企業の方針や取引企業への要望期待が的確に太洋工業に伝えられたこと、そ

れに対し太洋工業の経営が迅速に調達元企業のニーズを理解してアクションを起こしたこ

とも、早期の認証取得と環境マネジメント活動の社内定着を後押ししたと思われる。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

太洋工業における現在の実践は、社員が各自の環境カードを携帯し、日々の業務の中で

電子機器のオン・オフや設備電源の空転時停止、および日常生活でのエアコン温度設定・

消灯など、誰でも実践できる行為を徹底していることである。より実践しやすくするため

に、共用の分別ゴミ箱を設置し、身の回りでつい無意識にゴミを捨ててしまいがちな個人

用ゴミ箱は廃止した。こうした身近な活動の蓄積によって、企業としての環境改善目標を

達成しようとしている。 
また環境活動は、太洋工業が以前より継続してきた人材育成プランとしての「小集団活
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動」（プライド運動）の活性化にも好影響を及ぼした。近年沈滞化していた小集団活動が、

環境活動や職場活性化のためのアイデア収集や、実現のためのいろいろな工夫を小集団活

動を通じて行うことにより活気を取り戻しつつあり、職場のコミュニケーションも活発化

したという。 
ＳＲ活動を実践するにあたり、経営者の決断力と新しい考え方を社内に浸透させ推進す

るリーダーシップとともに、事業の周辺と企業経営の潮流を読み取って的確にアドバイス

する顧問の存在が、太洋工業のＳＲ実践において大きな意味を持っている。それと同時に、

実際に社員ひとりひとりが実践していく上での現場とりまとめ役の存在も大きい。現在総

務課が、環境活動を維持・継続するためのアイデアをとりまとめ運用化を全面的に取り仕

切っている。また環境レポートの作成も総務課で行われている。経営者・アドバイザー・

現場とりまとめ役の３者がそれぞれの役割を担い効果的に歯車が回っているＳＲ活動とい

える。 
太洋工業が所在する日立地域には、財団法人日立地区産業支援センターや産・学・官連

携を支援する株式会社ひたちなかテクノセンターなどの専門機関があり、業界・地域情報

に加え企業経営について各種情報提供や協働支援が行われているなど、地域規模で産業活

性化を推進している。 
太洋工業の環境経営は、日立グループのＣＳＲ報告書や日本商工会議所機関誌で採り上

げられたほか、下記表彰・認証を受けており、その活動・実践はより認知されつつある。 
・ ２００６年茨城エコ事業所登録認証（ＡＡＡ） 
・ ２００６年度日立市地域産業創造賞大賞受賞 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

太洋工業では取り組みやすいマネジメントシステムの導入としてＫＥＳ認証を取得した

が、今後は社内の対応力などを確認しつつＩＳＯ１４００１やＩＳＯ９００１などグロー

バルスタンダードへも取り組む準備を進めているという。 
また環境分野では、有害物質を含まないイオン水洗浄システムを導入するなど、設備投

資も積極的に行っている。省エネ（電力）・省資源（水）を推進するうえで、コスト面では

負荷がかかるが、今後も環境を意識した設備導入は積極的に勘案すると思われる。低コス

トの環境への取り組みとしては、自家用車通勤者が８割を超えるということでエコドライ

ブ情報などを社内で共有するなど、身近な環境行動にも着目する。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

その他のＳＲ課題として、雇用関連では独立行政法人高齢・障害者者雇用支援機構と共

同研究を開始しており、産学協働で高齢・障がい者雇用および地域の雇用機会提供につい

て模索している。 
太洋工業では昨年創立６０周年を迎え、若い経営者のもと新たな企業像を実現すべくチ
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ャレンジを続けている。主要顧客が京浜地区に集中していることもあり、地域社会での存

在感が比較的薄いことに気づき、６０周年記念としてコミュニティセンターへの寄贈や地

域行事への協賛・フットサル大会運営計画など、地域社会とより身近に接する活動にも積

極的に関与している。各種ＳＲ課題への取り組みが着実に進められている。 
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事例１６ 近畿労働金庫【包括的なＮＰＯ支援プログラムと多重債務対策】 

 
法人名 近畿労働金庫 

ＳＲ活動 ＮＰＯ事業サポート、多重債

務対策 
中核主題 公正な事業、コミュニティ 

日時 ２００８年１月２６日 場所 同金庫本部 

コンタクト者 専務理事：木佐一（きさいち）豊人 
従業員数 １，３０４名 出資金 １５，９９５百万円 

所在地 大阪市西区江戸堀１－１２－１ 

ホームページ http://www.rokin.or.jp 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

兵庫、大阪、京都、奈良など７つの労金が統合し、１９９８年「近畿労働金庫」として

設立された金融機関。近畿２府４県に７０店舗を展開する。 
労働金庫法に基づく「非営利運営」「会員直接奉仕」「政治的中立」の３原則と、下記の

５項目の理念に則った運営を行っている。 
① ろうきんは、働く人の夢と共感を創造する共同組織の福祉金融機関です。 
② ろうきんは、会員が行う経済・福祉・環境および文化にかかわる活動を促進し、人々

が喜びをもって共生できる社会の実現に寄与することを目的とします。 
③ ろうきんは、働く人の団体、広く市民の参加による団体を会員とし、そのネットワ

ークによって成り立っています。 
④ 会員は、平等の立場でろうきんの運営に参画し、運動と事業の発展に努めます。 
⑤ ろうきんは、誠実・公正および公開を旨とし、健全経営に徹して会員の信頼に応え

ます。 
２００３年、２００５年の金融庁による業務改善命令を契機として、経営改革に積極的

に取り組み、意識の改革、業務の改革、人事制度の改革を含む組織風土の改革を進めた。

近畿労金の統合１０周年を経て、日本労働金庫構想への布石も見据え、新本店ビルの竣工

と移転を完了するなど、金融機関としては積極的で、かつ財務的にもかなり健全な経営状

況にあるといえる。 
経営ビジョン「グッドマネーバンク はたらくあなたと、あなたの家族に選択される〈ろ

うきん〉へ」を合言葉に、それまでの会員組合の構成員を対象とする閉じた業務エリアか

ら、近年はより一般の勤労者・市民に開かれたサービスへの展開を図っている。そのため、

ＴＶコマーシャル「私たちは儲けない金融機関です」の採用など、これまで一般によく知

られることのなかった「ろうきん」の認知度を上げる活動に注力している。 
同金庫は経営改革の推進に際し、労働金庫の設立の意義を自ら再吟味し、ＣＳＲへの積

極的活動は本業を通じた労働金庫の使命と一致することを改めて明確に捉えなおしたとい
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う。 
一般には積極的に公表されてはいないが、２００８年１２月から全国のハローワークで

受付が開始された「就職安定資金融資制度」において、国と提携し実施事務を代行してい

るのは「ろうきん」である。失業者はもとより「ろうきん」の会員組合員ではないが、そ

の使命にふさわしい業務を受託しているとの認識である。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

ＮＰＯに対する包括的支援プログラムの実施が特徴的である。同金庫のユニークな取り

組みとして、「ＮＰＯ事業サポートローン」を２００４年から実施し、ＮＰＯ法人や社会福

祉法人の事業への融資を行っている。一般には知られることが少ないが、非営利の社会的

事業に携わる団体からは頼りにされている。２００８年３月末で累計１４７件１４億２，

６６３万円の融資を実行。これに「近畿ろうきんＮＰＯ寄付システム」、「社会貢献預金」

を組み合わせて、一般の預金者からの寄付を奨励する仕組みを構築している。 
さらに、教育ローンのキャンペーンと連動した「近畿ろうきんＮＰＯアワード」を通じ

て、価値ある活動を進めるＮＰＯに賞金を授与し応援している。金庫役職員の９０％が参

加し、震災遺児を支援するため一人月額５００円の寄付を募る「スマイル５００」や、「Ｎ

ＰＯパートナーシップ制度」を通じた会員組合員の人材を活かす取り組みも進めており、

障がいのある人たちによる美術展「エイブル・アート近畿」は２０００年から近畿各府県

を巡回しながら継続している代表的なものである。 
また金融機関としてのノウハウを生かしたものとしては、２００７年社団法人全国労働

金庫協会の「生活応援運動・多重債務対策本部」の立ち上げに呼応して、近畿ろうきんで

も「生活応援運動・多重債務対策本部」を設置、相談デスクの設置、相談マニュアル・説

明ツールの制作、弁護士・司法書士ネットワークの構築、大学・高校への講師派遣、セミ

ナー・研修会・勉強会の開催、など広範囲に積極的に進めている。年間約６００件３８億

円相当の相談を受け、約４００件２８億円相当が解決に至った。対象者は、「ろうきん」の

会員組合員でないケースも多いわけだが、多重債務への警鐘は「ろうきん」設立のきっか

けの一つである「高利貸しから勤労者を守る」ことに通じ、「ろうきん」の重要な使命と位

置づけている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

ＣＳＲ活動はある程度収益があり、気持に余裕があって初めて取り組めるという感覚が

支配的であった。特に現在の経済情勢においては一層難しくなると思われる。また企業に

とってのＳＲはメセナ活動など本業と別の分野でやるものとのイメージもあったという。

しかし転換期は、業務改善命令を受けたあと本格的に経営改革に乗り出して訪れた。そこ

でいったん労働金庫の原点に立ち戻り、社会貢献は労働金庫の本業そのものの目的であり、

金融機関としてのノウハウやリソースを活用したＳＲ活動をより積極的に進めるべきとい
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う方向性であった。 
一方、労働金庫としての構造的な危機意識もあったという。すなわち会員数が漸減しつ

つあるうえ、ライフスタイルが変化し、家や車などの大きな買い物は別にして、人々は生

活資金などのローンをあまり借りなくなってきた。より広い顧客層を開拓し、一般勤労者

の預貯金を呼び込む上でも、社会貢献活動を通じた、一般の生活者への認知と好感度の向

上が不可欠との判断がうかがわれる。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

第三者だけで構成する「社会的価値向上委員会」を継続的に開催し、同金庫のＣＳＲ活

動をモニタリングするとともに、本業における社会貢献の取り組みについても意見を得て、

多方面におけるＣＳＲ活動の継続的レベルアップを図っている点が注目される。 
内部の推進体制としては、全体における一連の活動について、営業統括部地域共生推進

室（５名）が専任で担当している。反面、業務を通じて関わることの少ない一般の職員に

は、十分な認知と関心を持てるレベルになっているとは言い難いようだ。それでも、朝日

新聞社の「朝日企業市民賞」、ＮＰＯパートナーシップサポートセンターの「企業フィラン

ソロピー大賞・特別賞」などを受賞したこと、社内イントラネットや、朝礼の場などを通

じた日常的な周知活動などにより、内部の認知度は好転してきた。 
一方、府県本部や営業店単位での取り組みも活発である。例えば環境大臣賞を受賞した

「奥須磨公園をホタルの名所にする活動」（北須磨出張所が支援）など、地域に合わせたユ

ニークな取り組みや支援形態があり、営業店では店長が率先して関与を深めるなどして、

一般職員がより地域に直接的にかかわる機会を得ているようだ。 
成果としては、数々の受賞などを通じ、一般社会に近畿ろうきんをより認知してもらい、

好感度を持ってもらうのに役立ったかもしれない。また役職員の意識も変化しつつあるよ

うだが、先にあげたように、金庫としてはまだまだ不十分との認識である。採用活動にも

好影響を与えていると思われる。応募者のほとんどが面接で志望動機に同金庫の社会活動

を上げるという。しかし、ＳＲ活動が、金融機関としての収益に直結しているとは認識さ

れていない。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

課題としては、ＳＲ活動が一部の職員の関与に偏るため、一般職員１，３００名の意識

改革に、期待ほどにはつながっていかないことである。「ろうきん」の市民への浸透もまだ

まだであり、全ての側面で認知度を上げていくというのが必要ではないかと考えている。 
また金融機関としての今後の事業展開を模索している。すなわち「ろうきん」の存在を、

会員組合の活動にどうつなげていくのか、超低金利時代における「ろうきん」の他金融機

関との差異（低金利は売りにならない）、会員のエコ商品への関心がほとんどないことへの

対応、２００４年から社債運用においてＳＲＩ（社会的責任投資）の視点を取り入れてい
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るが、額は伸び続けてはいるものの思うようには拡大しないことなどがあげられている。 
より一般的には、ＳＲに対する一般の理解の浸透が必要であり、責任ある企業を評価す

る軸を明確にすることも必要である。これは「ろうきん」で働く人たちの動機づけのため

にも重要であろう。 
労働金庫における非営利という点では、労働金庫という協同組合組織における望ましい

利益水準についての広い合意があれば、もっとＳＲ活動はやり易くなるものと思われる。

望ましい利益還元方法についても同様である。これらを解決していくことためには、生活

協同組合などとの協同組合間の協同や、会員組合のＳＲ活動への参画レベルの向上が望ま

れる。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

金融機関として必要な情報開示、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスはそれ

ぞれ体制を敷き積極的に対応している。環境経営としては「ＫＥＳ・環境マネジメントシ

ステム・スタンダード」ステップ２の認証を取得。近畿ろうきん「環境宣言」を制定し推

進するとともに、金融エコ商品の普及に努めている。さきにあげた、金融商品へのＳＲＩ

の導入は、ＮＰＯ法人パブリックリソースセンターと連携し、その多面的協力のもと行な

われている。 
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６ 消費者課題 

 
事例１７ フットマーク株式会社【ブログの活用によるコミュニケーション】 

 
企業名 フットマーク株式会社 

ＳＲ活動 社員によるブログの活用 中核主題 消費者、コミュニティ、組織統

治 
日時 ２００８年１１月１８日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役社長：磯部成文、広報・うきうき屋：久保田 朱、吉河祐子 
従業員数 ７０名（内契約社員・アル

バイト２０名） 
資本金 ８５百万円 

所在地 東京都墨田区緑２－７－１２ 

ホームページ http://www.footmark.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

同社は、１９４６年、赤ちゃんのオムツカバーをはじめとするゴム布製品製造卸会社と

して創業した。その後、オムツカバーは下火になったが、その素材と製造技術を活かし、

１９６９年に水泳帽子を製造、学校での水泳帽子着用の浸透に成功し、現在でも水泳帽子

の５０％のシェアを確保している。さらに、１９８０年には、大人用オムツカバーを開発、

「介護」の分野へ進出した。水泳帽子から水泳関係の多様な商品へ、介護関係の多様な商

品へと、現在では幅広い商品を提供している。 
「お客様が第一」、人様のために役に立つ仕事をしよう、身近な人のために商品を作り喜

んでもらおうという経営理念の下で、一人のニーズの背後に多数のニーズがあるという確

信で、大手では手が出せない小さな市場でＮｏ，１になろうという戦略で成功している。 
なお、「介護」という言葉は、同社がこの分野に進出する際に、介助と看護を合成して作

った言葉で、同社の登録商標であることは知られていない事実である。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

同社では、ブログをお客さまへの情報発信、双方向コミュニケーションの重要な手段と

して位置づけ、部門ごとにブログを持ち、カタログに載せきれない商品の紹介や商品開発、

さらには個人的な感想などが行われている。 
ブログは個人が書くものだが、「公式・公認ブログ」として登録されたものは、仕事の一

環として位置づけられており、勤務時間内に記入できる。プロジェクトチームで会議を持

ち、この冬はこれで行こうといった大枠の方針が決まると、あとは自由に各人が書く。 
お客さまからの質問は、該当部署にまわし、購入希望はネット通販の部門にまわすなど、

情報の共有と対応が行われている。 
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（３） ＳＲ取り組み経緯 

上記のとおり、同社は小さな市場のニーズを拾い上げるために、常にみんなが考え、ア

ンテナを張っている会社である。そうした風土のもとで、５年ほど前に、「ブログ」という

ものがあり、アメリカではこれで世論が形成されるようになっているとのことから、まず

は社長と広報担当でやってみようということになった。やってみないとわからない、いい

ことだったらやってみようという考えだったというのも同社らしい。半年以上続けた後、

社内に広めようということになり、プロジェクトチームを立ち上げ、記入のガイドライン

を決めスタートした。 
なお、ホームページについても、ブログに先立ちリニューアルし、コーポレートサイト

（経営理念、経営状況、各部の仕事、商品など）を公開、またＷｅｂ以外に「月刊フット

マーク」での商品や社員、地域情報などの紹介も行っている。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

ブログは各部門が持っているが、その他に個人で立ち上げたブログ、営業マンのブログ

もあわせると３０以上がある。その数は徐々に増えており、強制されたり厳しい枠をはめ

られたりしていない、自由な活動が定着していることは驚異である。 
ブログのいいところは、ニュースリリースがそのときだけの一過性のものであるのに対

し、何年も前の情報も検索され思いがけない商売につながることがあるなど、全く違う方

向性の情報提供手段であることだと位置づけられている。 
個人が自由に書くがゆえにリスクもあるが、リスクよりメリットのほうがはるかに大き

いし、これまで問題となったようなことはないとのこと、社員が理念や方針をよく理解し、

主体的に考え、自主的に行動していることが窺われ、社員にとっても自己を実現できるす

ばらしい会社だという印象を受けた。社長は、なぜこれをするのかとの問いに、個の時代、

一人ひとりが主役になってもらいたいと強調していたのが印象的である。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

ブログをやる社員と、やらない社員の間に、ギャップが生じてきているとのこと。ブロ

ガーにはブロガー同士の共通の言葉や感性が育つため、そうでない社員と話が通じにくく

なったりするので、それが当面の課題だとのこと。ここまで進んだからこその悩みである。 
ブログの次は「動画」ではないかということで、近く社員研修を行うとのこと。現状に

満足せず、さらに先を進もうという意欲である。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

商品の開発は、一人のニーズに着目するところから始まっている。個々人の悩みを解決

する商品づくりという理念があり、高齢者や障がい者の個別のニーズに合わせた商品で、
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生活を快適にするということで、障がいがあり泳げない人でも水に浮く水着など、多数の

商品を開発している。「弱者」にもまなざしを向けた多品種の商品づくりは評価できる。 
ブログや会社案内などを見ると、社員やアルバイトの人たちが、会社と商品に誇りを持

ち、生き生きと楽しそうに仕事をし、成長していることが窺われる。人材を大事にし、活

かすという面でも、評価できるものを持っていると判断できる。 
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事例１８ らでぃっしゅぼーや株式会社【双方向性の食品トレーサビリティ】 

 
企業名 らでぃっしゅぼーや株式会社 

ＳＲ活動 食品の双方向トレーサビリティ 中核主題 消費者、環境、公正な事業 

日時 ２００８年１１月１４日 場所 同社本社 

コンタクト者 ＭＤ部エコデザイン課シニアマーチャンダイザー：関本 朗 
コーポレート・コミュニケーション室広報担当：益（えき）貴大 

従業員数 ２２６名（他にパート・アルバ

イト１５６名）２００８年２月 
資本金 ４０８百万円 

（２００８年２月） 
所在地 東京都港区芝公園３－１－１３ 

ホームページ http://www.radishbo-ya.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

１９７７年から東京・明治公園などでフリーマーケットを主催してきた「日本リサイク

ル運動市民の会」による有機野菜宅配活動を母体として、１９８８年５月に創業。“環境保

全型農産物と無添加食品の会員制宅配会社”として、現在は９６，０００世帯の会員に対

し２，１００生産者・５００メーカーによる７，０００アイテム（年間取扱品目数）の食

材・食品・日用品を届けている。 
経営理念は、“良質・安全な商品の流通を通して健康で豊かな生活を提供する”“事業行

為を通して取引先ならびに株主・社員への経済的責任を果たす”“事業行為を通して次世代

に存続すべき地球環境の保全に貢献する”という３本柱である。昨今「食の安全」と「地

球環境の保全」に対する関心は高まる一方であるが、それらの実現にビジネスとして取り

組むという同社の先駆的な側面が創業の経緯や理念からもうかがわれる。 
農家など生産者との直接契約によるネットワークと専属の配送代理店を抱える独自のビ

ジネスモデルを構築しており、環境保全型生産基準（商品取扱基準）「ＲＡＤＩＸ」や独自

の商品企画・開発および徹底した情報開示がこのモデルを支えるかたちとなっている。ま

た、会員となるためのいわば基本要件ともいえる野菜セット「ぱれっと」の定期注文（毎

週）によって、上記の生産者とのネットワークを維持するという戦略も、現在に至るまで

続く同社の特徴である。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

① 情報開示の徹底と双方向のトレーサビリティ 
１９８８年の創業当初から農産物の生産履歴を公開し、開発する加工食品について

も原材料から包装材質に至るまでの情報を記載した商品規格書を作成しているほか、

定期情報誌でも生産者や産地の情報などを提供している。また、生産者からの情報開

示という一方向にとどまらず、会員（消費者）が生産地を訪問する産地交流会の開催
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によって、生産者と消費者の間の“顔と顔の見える関係づくり”というトレーサビリ

ティの双方向性を重視して取り組んでいる。 
② 「エコキッチン倶楽部」（家庭生ごみリサイクル活動） 
２００１年、会員家庭で乾燥処理を行った生ゴミを回収して、堆肥として協力生産

者の畑に戻し、その畑でとれた野菜を野菜セット「ぱれっと」に入れて届ける、とい

う家庭生ゴミの地域循環システムを開始した。２００７年には日本産業デザイン振興

会のグッドデザイン賞（新領域デザイン部門）を受賞し、現在では約１，９００世帯

が参加して全国３か所の産地で運営されている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

“良質・安全な商品の流通”を当初からの経営理念に掲げる同社として、また母体とな

った組織やその活動の性格からしても、創業当時には必ずしも社会的認知のなかったトレ

ーサビリティと情報開示に敢えて取り組んだこと、さらには生産者と消費者の間の信頼関

係を重視した双方向性の取り組みを推進してきていることは、自然な流れといえる。 
「エコキッチン倶楽部」については、２００１年の食品リサイクル法の施行をきっかけ

としている。同法が食品関連事業者を対象としているのに対し、食品廃棄問題やゴミ問題

への取り組みを社会全体で進めていくためには家庭における生ゴミへの意識と取り組みが

重要であるとの観点から、この仕組みが開発された。ここでも、事業活動を通して社会的

な課題に取り組む同社の姿勢が表れている。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

具体的な情報開示は、野菜セット「ぱれっと」のメニュー表において生産者名と住所、

農薬使用の有無および使用した場合の種類と回数の情報が記載されるかたちで、農産物の

生産履歴の開示が創業当初から続いているほか、独自基準「ＲＡＤＩＸ」における「使用

禁止および制限農薬リスト」（国で承認されている約５００種類のうち１００種類以上を独

自に禁止する）や「食品添加物取扱一覧」（国で承認されている約１，５００品目のうち独

自に３７品目のみ使用可とする）も公開している。 
なお、１９９６年に当初の「ＲＡＤＩＸ」を制定した直後、同基準に沿った生産技術の

向上を目的とする生産者・メーカーのネットワーク「ＲＡＤＩＸの会」も発足し、農産／

畜産／水産／加工の各部門での技術部会や生産者同士あるいは生産者と消費者を結ぶ交流

部会の活動、情報誌の発行など、同社と３００の生産者が共同で運営している。上記の情

報開示や各種のトレーサビリティの確保を含め、同社の事業活動の基盤を支えている組織

といえる。 
「エコキッチン倶楽部」への参加は、会員家庭が生ゴミ処理機を購入することからスタ

ートする。数時間で乾燥処理され７分の１に減量した生ゴミは、毎週の食品配送時に配送

スタッフが回収し、協力生産者の畑（北海道、茨城、三重の３か所）で堆肥の材料の一部
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として活用され、収穫された野菜が家庭に配送農産物として戻ってくる。ゴミ処理機の価

格（約６万円）や電気を使う点などについて意見はいろいろあるようだが、単に生ゴミの

堆肥化に止まらず、会員（消費者）と協力生産者との間で顔の見える循環ができている点

が特徴的である。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

今回対象とした活動に限らず同社の事業活動は、流通業として生産者と消費者を直接つ

なぎ、「食の安全」と「地球環境の保全」という今日的な課題に取り組む、いわば社会的ビ

ジネスの走りと見ることもできる。 
それ故に、市場の拡大、品質の向上はもとより食品としての食味、外見、バリエーショ

ンの改善、そのための生産者側の技術向上と消費者側の知識向上および双方の意識啓発、

情報の開示の内容や方法など、創業当時から数多くの課題に直面してきたが、それらを着

実に乗り越えることで同社の訴求力につなげてきた。ただし、今や時代が求める事業内容

であればこそ、同業他社・生協との競争も激しく、“良質・安全な商品の流通”のためのそ

れらの課題は今後も課題であり続けるだろう。 
また、「エコキッチン倶楽部」のほかに、食器（磁器）リサイクル、グリーン電力証書取

得商品取り扱い、カーボンオフセット開始など同社は様々な取り組みを次々と打ち出し、

“地球環境の保全に貢献する”という経営理念に基づく姿勢や取り組む組織風土は堅持さ

れているとみられるが、事業規模とともに組織規模も大きくなる中、経営理念や取り組み

姿勢の社内での浸透や徹底が今後の課題でもあるようだ。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

２００８年１２月に上場企業となったことから、はるかに大きくなる株主というステー

クホルダーの要望や期待に事業活動や業績でどう応えていくのか、様々な取り組みに関す

る説明責任をどう果たしていくのかなどは、新たに加わるＳＲ課題といえる。 
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事例１９ 株式会社ふくや【消費者志向経営の実践】 

 
企業名 株式会社ふくや 

ＳＲ活動 消費者志向委員会による

業務改善 
中核主題 消費者、組織統治 

日時 ２００８年１２月１１日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役社長：川原正孝、お客様サービス室長：稲田磯美 
従業員数 ５９４名 

（内正社員２３３名） 
資本金 ３０百万円（単体） 

所在地 福岡市博多区中洲２丁目６番１０号 

ホームページ http://www.fukuya.com/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

同社は、終戦間もない１９４８年に、現社長の父親である川原俊夫氏が創業した。当時

は植民地だった韓国で育ち、中国で仕事をしていたが、終戦により引き揚げ福岡に戻り、

韓国で食べていた「メンタイ」を日本でも広めようと、試行錯誤の末に１９４９年に明太

子を売り出した。日本における明太子の創始者であり、６０年にわたり業界をリードして

きた。現在では、明太子を中心に食品の幅を広げ、売上は年間１８０億円あまりとなって

いる。 
「強い会社・良い会社」という経営理念を持つ。商売は、利益を出し税金を納めなけれ

ばならない。消費者の代表として商品を提供しているので、どんな台風が来ても倒れない

ような強さが必要であり、かつ儲けた利益をどう使うかで会社の良し悪しが決まるという、

創業者の思いをもとにつくられたものだという。「強い会社」とは、利益が出せる、知名度

がある、信用がある、優秀な社員が多い、変化に対応できる、常に進化する会社。「良い会

社」とは、夢のある、地域に認知される、良い社員が多い、社員を大事にする、元気で楽

しく仕事ができる、正直な、環境にやさしい会社ということである。 
「行動指針」の中で、「消費者の正当な権利と利益を尊重」すること、「消費者の意見や

要望・苦情を、商品やサービス、経営に活かす仕組みづくりを強化」すること、「消費者志

向活動を積極的に推進できる人材育成を強化」することなどを明記し、消費者志向マネジ

メントを徹底している。また、環境や地域貢献にも力を入れている。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

２００５年から、社内組織から独立した社長直轄の「消費者志向委員会」を組織、各部

署から出された委員により、消費者志向マネジメントシステムにもとづき、消費者志向経

営が実践されている。「お客様の声」はお客様サービス室で取りまとめられ、経営ならびに

各部門にフィードバック、優先度の高いものから、改善につなげている。お客様モニター
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制度「ご意見番」により、従業員の対応や新商品への意見などを聞き改善につなげている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

２０００年以降、多くの企業不祥事が明るみに出たことがきっかけで、これらの事件を

反面教師として自社を見直す必要があるということになり、まずは外部からの評価を受け

ようと、２００３年、「消費者志向優良企業経済産業省大臣表彰制度」にチャレンジした。

初回で経済産業大臣表彰を受賞したことがきっかけで、消費者志向経営を強化しようとい

うことになった。受賞はしたものの運も良かったという認識で、本当に消費者志向の会社

にしていこうと、翌２００４年８月に社内横断の「消費者プロジェクト」を立ち上げ、（社）

日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会（ＮＡＣＳ）の「消費者志向マネジメン

トシステム」（ＣＯＭＳ）を導入することとした。「全社で取り組むテーマであり、みんな

で盛り上げられたらいい」と同社は経緯を語っている。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

① 体制 
当初はプロジェクトを週１回開催、論議を重ね、コンセンサスをつくることに力を

入れた。「行動指針とＣＯＭＳの要求事項をもとに、できていること、できていないこ

とを洗い出したところ、達成率はわずか３０％しかなく、とりわけ文書化ができてい

ないという結果が出た。それをもとに、順次社内整備を進めていき、１年後の２００

５年９月にＮＡＣＳの審査を受け、１１月に国内初の「ＡＡＡ」という最高格付の認

定を受けることができた。 
この間、２００５年４月に、消費者志向経営に対する行動指針にもとづき、消費者

および地域社会にとってより快適な企業として進化し、存続していくことを宣言する

「ふくや消費者志向経営方針」を内外に明らかにしている。 
プロジェクトは、その後２００６年１月に、永続的な組織「消費者志向委員会」に

衣替えをした。その際、プロジェクトは社長直轄であったが、「消費者の権利や利益を

尊重した消費者志向経営」を維持するために、代表取締役からも影響を受けない組織

体とするため、社内組織からは完全に独立した位置づけとしている。ただし、委員会

は決裁権限を持たず、すべて経営との協議のもとで決定する仕組みである。 
② 具体的活動 
委員会は、講習班、管理班、コミュニケ班、監査班に分かれ活動をしている。 
講習班は、消費者経営のための教育研修の検討を行う。管理班は、各種規定の整備

や緊急事態対応、従業員満足度調査の実施など。コミュニケ班は、社外とのコミュニ

ケーションのため消費者とともに取り組む環境活動や、オフィシャルホームページで

の情報公開など。監査班は内部監査の実施を行っている。 
消費者志向の経営として重視しているのは、「お客様の声」の活用である。店や通販
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で商品を買ったお客様に「お客様の声」葉書を渡しており、年間６万通（回収率は４％

とのこと）が届けられる。すべてお客様サービス室で集約し、経営ならびに各部門に

フィードバックされ、優先度に応じて改善を行っている。急ぐものはその日のうちに

メールで各部門に伝えられ対応される。また、この葉書はあて先が社長になっている

ことが特徴である。単にあて先ということではなく、実際に社長はすべての葉書に目

を通しており、そこで新たな指示が出されることもある。 
「お客様の声」と併せて、「お客様モニター制度」を設けており、商品や従業員の対

応、新商品・新サービスの導入時の意見聴取を行い、改善・新規導入につなげている。

改善結果を多数のモニターに評価してもらい、その結果でさらに改良し、再度モニタ

ーに確認してもらうといったきめ細かい対応が取られている。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

ＣＯＭＳの要求基準にもとづき取り組みを進めてきたが、２００８年５月には、ＩＳＯ

２２０００（食品安全マネジメントシステム）を取得した。これは、とりわけ現在問題と

なっている、食品の安全という課題でお客様に安心してもらうことこそ、伝統や文化とい

った付加価値を含む品質の向上の基本となるということからである。消費者志向委員会は、

委員の任期を２年とし、１年ごとに委員の半数が交代している。委員会の場を社員の育成

の機会にもしていきたいとのことである。また、外部からの評価をいかに入れていくかも

課題になっている。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

消費者志向を実践するのは社員である、「良い会社」は良い社員からということで、社員

教育や処遇についての配慮が行き届いている。新入社員は、入社後１０ヶ月間は研修期間

としており、配属を決めずに各部署を経験、同時に自衛隊研修や介護研修など外部での経

験も行い、その後本人の希望を活かしながら配属を決定している。長期に働いてもらうこ

とを考え、１０ヶ月間で会社全体をよく見てもらいたいという考えによる。また、その後

も自己啓発も含め、能力開発を支援することで、「会社がなくなっても、どこでも通用する

人材となって欲しい」と自立型の社員育成に力を入れている。また、長期に働くというこ

とでは、特に女性が働きやすい環境をつくるということで、復職後の働き方について、本

人が自由に選べる選択肢を設けるなど雇用体系の見直しを行った結果、育児休業を取って

復職する社員は２００２年以降１００％となっている。 
環境に対する取り組みとしては、いち早くＩＳＯ１４００１を取得しているが、特に４

Ｒ（Ｒｅｆｕｓｅ、Ｒｅｄｕｃｅ、Ｒｅｕｓｅ、Ｒｅｃｙｃｌｅ）の推進に力を入れてい

る。明太子の容器をお客様から回収し、それをプランターにして福岡市など近隣の学校に

寄付しており、環境と社会貢献を併せ持つ活動として評価できる。また、廃棄物の中でそ

のウェイトが高い液状廃棄物（明太子の調味残液）を粉末調味料に再生するなどで、２０
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０８年１２月現在には廃棄物リサイクル率９９．４％である。 
「博多祇園山笠」や「博多どんたく」などの地域イベントへの協賛には長年関わってい

る。また、ボランティア活動を行う社員に対しては、「地域役員手当」を支給し活動を支援

するなど、地域のための活動にも熱心である。 
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事例２０ 社団法人日本玩具協会【製品安全基準の運営と普及・啓蒙】 

 
企業名 社団法人日本玩具協会 

ＳＲ活動 玩具のＳＴ基準の普及・

啓蒙 
中核主題 消費者、公正な事業 

日時 ２００８年１１月２１日 場所 同協会東京本部 

コンタクト者 理事・事務局長：山口隆司 
従業員数  会員数 ２４７社、団体会員１３団体 

所在地 東京都墨田区東駒形４－２２－４（東京本部） 
大阪府大阪市東住吉区田辺３－１９－１４（大阪支部） 

ホームページ http://www.toys.or.jp/ 

 
（１） 団体概要・運営理念・運営戦略 

社団法人日本玩具協会は１９６７年に設立された社団法人で、玩具産業に関わる企業が

現在２３０社余り会員として参加している。設立以前の１９６０年代より玩具安全対策事

業発足・推進および玩具見本市の開催など、玩具産業の安全と振興のための協会活動は長

期にわたり継続している。協会から毎年発表される玩具の市場規模は、加盟企業からの出

荷報告をもとに作成されるため極めて正確な数値となっており、参加企業と協会の信頼と

協調がうかがえる。 
玩具安全対策事業は、ＳＴ（セーフティトイ＝安全な玩具）基準・ＳＴマークと呼ばれ

る制度を実施している。ＳＴ基準と呼ばれる安全基準を満たす玩具にＳＴマークが付与さ

れる制度で、１９７１年という早期に発足している。日本玩具協会会員２３０社内の玩具

製造企業に加え多数の玩具製造企業が契約しており、契約者数は５００社を超え玩具業界

における安全基準として定着している。また玩具見本市は、近年「東京おもちゃショー」

として毎年大規模に開催され、２００８年の入場者数は１６万人を超えるなど業界・消費

者の注目度の高い見本市となっている。 
昨今製品の安全性が食品を始めとして様々な産業分野で取り沙汰される中、米国では玩

具の塗装から基準値を超える鉛が検出され大規模なリコール問題となるなど、玩具につい

ても食と同様、特に幼児・子供の身体の安全性を確保・保障するための基準や仕組みは必

須であると考えられる。日本玩具協会は、すでに１９７１年からＳＴマーク制度を発足さ

せ長年に渡り仕組みの整備化と制度の充実化に取り組んできており、製品の安全性を業界

団体ぐるみで強化する先駆的な組織であるといえる。近年は玩具製造生産拠点のアジアシ

フトが進み、日本で玩具を企画開発したものをＯＥＭ生産などにより８割方を中国におい

て製造している状況下で、認証のための検査機関を香港に設置するなど制度運用のアジア

化も果たしている。 
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（２） ＳＲ活動概要 

日本玩具協会のＳＲ活動は、玩具の安全性を保証するためのＳＴマーク制度の運営と普

及にあり、主に１）玩具の安全基準（ＳＴ基準）とＳＴマーク、２）損害賠償制度の業務

を行っている。 
１）玩具の安全基準（ＳＴ基準）とＳＴマーク 
市場に出回る玩具を以下の３点のＳＴ基準に基づき検査審査し、ＳＴマークを付与す

る。検査の有効期間は２年で期限を過ぎると再検査を受けなければならない。なお日

本玩具協会会員社はＳＴマーク使用許諾契約費用の半額優遇制度の適用を受けること

ができる。 
① 機械的・物理的特性：形状や強度に関する基準 
② 可燃性 
③ 化学的特性：有害物質含有の有無 

 
２）損害補償制度 
ＳＴマークを付けた玩具で事故が発生した場合、協会が契約者企業に対して被害者に

支払った賠償を補償する制度。契約企業はＰＬ共済に加入することを義務づけている。

協会では団体のスケールメリットを活かし各種共済事業も実施している。一部の大手

企業を除けば中小規模企業が多数の玩具産業において、協会を中心に業界ぐるみで企

業経営の安定化を維持しようとしている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

ＳＴマーク安全基準策定は１９７１年であるが、その契機はさらに戦後にさかのぼる。

戦後、対米ブリキ玩具輸出量が急増するにあたり輸出検査機関が複数設立され、安全な玩

具の検査・審査・基準の礎となった。その後、玩具の国内消費が拡大するにつれ、国内消

費用玩具についても自主的に安全基準を設定しようとする業界内の働きかけがあり、ＳＴ

マーク安全基準の策定へとつながった。「子供に安全な玩具を」という玩具製造者の思いが、

早期の業界としての安全基準づくりの推進力となったといえる。その後生産拠点のアジア

シフトに伴い検査機関を香港に設置するなど、業界の変遷に沿って必要な体制づくりがな

されている。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

昨今の協会のＳＲ実践活動としては、「製品安全自主行動計画」の作成と契約企業への送

付があげられる。米国の玩具リコール問題に加え、国内でもガス湯沸かし器の死亡事故や

シュレッダーによる幼児の指切断事故などが相次ぎ、２００６年１２月に製造事業者など

の重大製品事故の国への報告義務などを内容とする「消費生活用製品安全法」が公布、２

００７年５月に施行された。問題のある製品を回収する手順は、経済産業省のリコールハ
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ンドブックに詳細に規定されているが、特に協会内の中小規模の企業からは玩具業界とし

ての行動基準の協会としての提示を要望する声が多く、この度協会として「製品安全自主

行動計画」として製品事故の際の対応体制・手順をガイドラインとして取りまとめた。 
またＳＴマークの適正な利用推進として、検査結果の有効期間は２年に短縮したが、Ｓ

Ｔ検査にあっては発売日３日前に検査結果が出ていない製品には警告メールを発信するな

ど製造者の注意を喚起する仕組みを運用している。 
開示活動については、事故製品や企業名を協会のホームページで公開している他、ＳＴ

番号を入力するとＳＴマーク適合試験の合否について検索できるシステムを立ち上げ、企

業のみならず一般消費者からもリアルタイムで個別の玩具の安全性やＳＴマークの取得状

況などを確認できる仕組みを２００９年１月５日より一般公開している。業界内での厳格

な安全基準順守状況を公開することで、消費者からの信頼を維持する考えである。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

玩具業界においてＳＴマーク制度を実践することで国内の製品の安全性のための体制は

確立されているといえるが、市場の成長変化により新たな取り組み課題もある。 
 
海外製品の安全品質保障対策 

日本のＳＴ制度は「第三者認証」方式を採っていて中立な第三者機関による適合

性評価（検査）を行うのに対し、欧米では「自己適合宣言」方式を採っていて「第

三者機関」による検査の義務づけはない。またアジア諸国で日本や欧米の玩具メ

ーカーが海外生産を行う場合、日本企業はＱＣ管理などの責任を持つ日本人駐在

員を常駐させるが、欧米メーカーでは現地対応でまかなう場合が多いと言われる

など、海外生産時の品質管理などの実践の仕方に差異があるようである。輸入玩

具の増加や玩具生産の国外シフトなど変化に伴う海外生産品の検査体制など、安

全基準維持のためのグローバル対応の必要性は今後も増加するであろう。 
 
新規販路対策 

従来の玩具販売流通に加え、１００円ショップやドライブインなど玩具販路が多

様化し一定の市場規模を持っており、それら玩具市場における企業・流通へのＳ

Ｔマークへのより一層の参加促進などの働きかけが必要となってきている。 
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事例２１ 生活協同組合パルシステム千葉【生活者視点による事業企画・運営】 

 

法人名 生活協同組合パルシステム千葉 

ＳＲ活動 パルシステム千葉事業 中核主題 消費者課題 

日時 ２００８年１月２３日 場所 パルシステム千葉 

コンタクト者 理事長：平野都代子（とよこ）、理事：太田藝子（のりこ） 
従業員数 ８５３人（うち定時職員６７

７人） 
出資金 ５，４３４百万円（２００７年

度末） 
所在地 千葉県船橋市本町２－１－１船橋スクエア２１（４Ｆ） 

ホームページ http://www.palsystem-chiba.coop/ 
 

（１） 団体概要・運営理念・運営戦略 

パルシステム千葉は戦後間もない１９４７年に野田醤油（現キッコーマン）の職域生協

として発足したことに始まり、１９７０年代半ばに設立した花見川・柏・下総生協が１９

９２年に組織合同し「エルコープ」が誕生、エルコープは２００２年には野田醤油生協か

ら名称を変えた「コープのだ生活協同組合」と組織合同を行なった。２００３年には「コ

ミュニティ生協宣言」を行い、地域に開かれたコミュニティ生協としての活動を開始した。

２００７年、現称の「生活協同組合パルシステム千葉」と名称変更をした。設立当初は一

般生活者の食糧確保が組合設立の目的であったが、常に「時代のニーズを共同で対処する」

姿勢を持って共同配送や店舗運営事業などに取り組み、近年では商品として食品だけでは

なく農業やサプライチェーン、食育なども含めた広義での「食づくり」に取り組んでいる。 
現在パルシステム千葉の会員数は１８万人。パルシステムのグループ全体では１００万

人を超え、関東圏の中でも大きな組織体となっている。また２００７年度には生協法が６

０年ぶりに改正されたことを機に、多数の会員に対してより開かれた事業体としていかに

地域社会に貢献できるか議論が進む最中であり、今後の展開が注目される。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

パルシステム千葉ではＳＲを事業の一部としてではなく、非営利団体として生協事業そ

のものがＳＲ活動であると考える。生協の事業を「商品」「共済」「福祉」の３本の柱とし

てとらえ、それぞれの柱で生協ならではの様々な活動を行っている。 
「商品」については、特に食の安全性を重視することを最優先に産地直送の推進や会員

の食づくりへの参加などを提案し、生協の姿勢を「運動商品」として広く会員に理解され

ることを推進している。食の安全性が広く議論される昨今、パルシステム千葉の食の安全

性に対する活動は、消費者課題を迅速かつ正確に察知し対応策を講じるなど、常に先端を

行っているといえよう。 
また大きな組織体を基盤に会員への負担を抑えた「共済」は広く会員内に浸透している。
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また女性・生活者視点を大切にした様々な福祉活動は、介護や子育て支援の他に学ぶ機会

提供やライフプランニングの支援および環境を含めた社会問題への取り組みなど多岐にわ

たっている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

パルシステム千葉は、戦後の設立から幾度かの組織の統廃合を経て、会員１００万人の

大きな組織に成長してきたわけだが、近年の大きな転機としては２００７年１月の冷凍ぎ

ょうざ事件の影響を無視することはできない。冷凍ぎょうざ事件はパルシステム千葉で発

生したわけではないが、マスコミ報道は過熱し一般生活者の食の安全性に対する懸念が大

きく跳ね上がった。パルシステム千葉としても一層「食の安全性」に配慮したい事業運営

の必要性を認識する契機となったといえる。現在では食の安全性の確保をさらに広義にと

らえ、食に関わるサプライチェーン全体を視野にいれた「食づくり」運動の展開が進めら

れている。パルシステム千葉の目線は常に生活者にあり、生活者に安全な製品を届けるた

めに営利にとらわれない各種の企画が立案・実施されている。採算性に必ずしもとらわれ

ずに小さな企画を大勢の会員の中の融資や生産地などの賛同者によって進めることができ

るのはパルシステム千葉ならではの特色ともいえる。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

ＳＲの概要で述べたとおり、パルシステム千葉のＳＲは「商品」「共済」「福祉」の３本

柱で実践されている。さらに２００３年には「コミュニティ宣言」を行うことで、地域社

会との関わりをより強める方針を強化している。生協の代名詞ともいえる共同購入から個

配システムへの契約形態のシフトが進むことで地域社会への関わり方も変化し、従来のグ

ループによる諸活動からより開かれた個人参加型の企画が増えているようだ。たとえば食

づくり関連の企画では、農産品生産地を多く抱える千葉県の特性を生かしファーム事業を

立ち上げ、産直製品の供給だけではく障がい者の農作業参加を促進するなどの企画を開始

している。また世界規模での不況に直接・間接的に影響をうけ燃料や原材料・食糧の高騰

に生産者や一般市民の生活が脅かされる中、生産者支援カンパを実施したり安定した農作

物の生産や産直品の供給を目指してファンドレイジング事業を企画するなど、各種の改革

を実践している。 
パルシステム千葉の様々な改革をより確かにするために、ガバナンス体制の強化も推進

されている。現在パルシステム千葉の理事会は、「暮らしのプロ」である会員出身者と「業

務のプロ」である事業運営者（商品企画や流通など）の２つの異なるバックグラウンドを

持つ理事によって構成され、常に暮らしと業務の複眼を持って事業運営を行う体制をとっ

ている。さらに時代の変化に対応すべく様々な事業改革の企画や実施状況が適切に会員に

伝達されているかのチェック機能として「評価委員会」を設立し、委員会の代表者は理事

として事業運営にも参画している。「評価委員会」は有識者や生産者および組合員などパル
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システム千葉の各ステークホルダーによって構成され、運営状況をチェックするための自

己評価を行うことがミッションだ。評価は評価シートをベースに実施され、評価のための

資料として日常的な事業・活動の執行状況が評価委員長だよりとして、毎月評価委員向け

に配布されている。 
生活形態の変化に伴う生協事業そのものの改革の推進と自己評価を行うためのシステム

の設定は、事業そのものがＳＲ実践であるパルシステム千葉がさらに充実した運営体制を

構築する上での、マネジメントシステム構築の意思のあらわれであるといえる。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

近年の組織の統廃合やコミュニティ宣言を経て、パルシステム千葉は大きな組織として

より地域との関わりを深める事業体を目指している。今後は組合にとどまらず開かれた事

業体としてどのように地域と関わっていくかの内容の議論がますます活発になることが予

想される。同時に開かれた事業体として、運営の自己評価や改革をどのようにすすめてい

くかのガバナンス体制の充実化は、組織が大きくなったことでより課題として表面化して

きたといえよう。すでに評価委員会の設置などアクションは起こされており、今後はＰＤ

ＣＡサイクルのチェック・アクションがどのようにすすめられるかが課題である。 
また地域社会との関わりにあたっては、パルシステム千葉という大組織と特定分野での

専門的な知識や活動経験を持つＮＰＯや団体との協働が推進されることで、より新たで多

角的なパルシステム千葉独自の地域社会活動が期待できると思われる。 
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７ コミュニティ／社会貢献 

 
事例２２ 新江州株式会社【循環型社会啓発誌発行とＮＰＯ等との協働・連携】 

 
企業名 新江州株式会社 

ＳＲ活動 循環型社会に向けた研究と

啓蒙 
中核主題 コミュニティ、環境 

日時 ２００８年１１月２７日 場所 同社本社 

コンタクト者 代表取締役会長・循環型社会システム研究所代表：森建司、 
循環型社会システム研究所課長・「Ｍ・Ｏ・Ｈ通信」編集長：辻村琴美 

従業員数 １１５名 
（２００８年４月） 

資本金 ２０９百万円 
（２００８年４月） 

所在地 滋賀県長浜市川道町７５９－３ 

ホームページ http://www.shingoshu.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

１９４７年滋賀県長浜市で和洋紙問屋として創業、ダンボールをはじめとする包装資材、

産業資材、住宅資材などの製造・販売に事業を拡大し、現在では商品パッケージやｗｅｂ

の企画・デザイン、オンデマンドダイレクト印刷まで多様な事業を多地域に展開している。

売上高は約１１３億円（２００８年３月期）。 
“『人を大切に』を基本として常に新しい価値の創造と豊かな未来社会に貢献する企業を

めざします”という経営理念に示される「人」は、顧客、ビジネスパートナー、地域社会

の人々、従業員とその家族といったいわば同社のステークホルダーを表す。また、近江商

人の「三方よし」の「世間（社会）」には未来の社会が含まれるはずとし、「人」にとって

「豊かな未来社会」は必然的に循環型（持続可能型）社会であるとの考えに立つ。従って、

経営理念に基づく同社の取り組みは、環境マネジメントシステム規格の認証取得、環境配

慮商品・サービスの取り扱いやそのショールームとしてのｅプラザの本社内設置といった、

いわゆる環境対応はもちろんのことながら、それにとどまらず、「豊かな未来社会」のあり

方を考える循環型社会システム研究所の設置や季刊情報誌の発行をはじめとする社会への

啓発活動にまで及んでいる。 
但し、同研究所の活動を単に環境コミュニケーションや本業と全く離れた社会貢献とし

てのみ捉えるのは適当でないだろう。活動を通じた「人」のネットワークとそこから得ら

れる将来のビジネスの芽は特に中小規模の企業活動にとって貴重な資源であり、同社自身

は短期的なビジネスの成果を目指しているわけではないが、優れた経営戦略の一端とみる

ことができる。 
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（２） ＳＲ活動概要 

２００１年３月に循環型社会システム研究所を本社内に創設して、環境倫理の“循環・

共生・抑制”の啓発のため、分かりやすいキーワード“もったいない（Ｍ）・おかげさま（Ｏ）・

ほどほどに（Ｈ）”を使って、季刊「Ｍ・Ｏ・Ｈ通信」の発行、Ｍ・Ｏ・Ｈフォーラムや産・

官・学関係者懇談会の開催、Ｍ・Ｏ・Ｈ川柳大会の実施などのほか、ＮＰＯとの協働・連

携にも数多く取り組んでいる（エコ村ネットワーキング、もったいない学会、麻生里山セ

ンター、びわ湖プロジェクトなど）。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

一般廃棄物の６割近くを包装ごみが占める状況を前に、その削減や環境配慮型商品の開

発を社会的要請と捉えて取り組み始めたことがきっかけであるが、同時に森会長（当時社

長）は、大量生産・大量消費・大量廃棄の社会から循環型（持続可能型）社会への時代の

方向性を確信し、“包装資材を売りながら、それを使わない社会をどうつくるか”という本

業の根幹にかかわる難題、いわば“自己矛盾”に果敢に挑むこととなる。 
産・官・学・民で包装資源削減に取り組む「エコ容器包装協会」（１９９９年～解散済）、

未来のモデルとなるコミュニティ作りのための「エコ村ネットワーキング」（２０００年～）、

産・学・官連携でのバイオ産業育成に向けた「バイオビジネス創出研究会」（２００３年～）、

エネルギー・環境分野の産業創出と地域活性化のための「ＥＥネット」（２００４年～）な

ど、“循環型社会の形成に貢献できることは何でもする”姿勢で、自らは２００１年に循環

型社会システム研究所を創設するとともに、滋賀県を中心に広く関西圏の様々な動きにお

いて中核的な役割を果たしている。 
また、上記「エコ容器包装協会」での経験によって、供給側（企業）からの一方通行の

改革ではなく、生活者（消費者・選挙民）の意識や価値観の変化が社会を動かすことを痛

感し、循環型社会システム研究所の創設と「Ｍ・Ｏ・Ｈ通信」の発行による啓発活動に乗

り出すきっかけとなったようだ。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

循環型社会システム研究所の活動の中心にある「Ｍ・Ｏ・Ｈ通信」は２００４年６月創

刊。２００８年１２月に２２号を発行し、発行部数は５，０００部、滋賀県の県庁、図書

館、公立学校にはほぼ配布、購読者数も全国に９５０人を数える。年間購読料３，０００

円を２００８年から無料化。Ａ５版８０頁前後の本格的な季刊誌で、もともと編集のプロ

であった辻村編集長が滋賀のみならず全国を対象に行っている情報収集・取材の結果「Ｍ・

Ｏ・Ｈレポート」をはじめとする多彩な内容となっている。 
いくつかの近刊から同レポートのタイトルを拾ってみると；“理性的な買い物を提唱す

る”“小学校の環境教育に新風を巻き起こす”“コーヒー農園を農薬から守る”“農業新世代”

“地域の技術とつながる住まい”“地球市民の世紀へ、環境文化の創造”“日本型ＣＳＲ－
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進化への羅針盤”“企業が地域から学ぶこと”“プラスチック再生の明日”“堆肥でつながる

コミュニティ”“持続可能な社会にマッチングする企業とは”“持続可能社会２種「どちら

を選ぶ？」” 
また、上記の“自己矛盾”への挑戦は、同社本体の営業活動においても包装資材の削減

によるコスト削減の提案というソリューション・ビジネスのかたちで実践され、評価を得

つつあるようだ。 
なお、森会長は、２００５年に「もったいない おかげさま ほどほどに 循環型社会

入門」、２００８年に「中小企業にしかできない持続可能型社会の企業経営」を出版してい

るが、後者の中の一節を以下に抜粋する。 
“「経済至上主義社会」が揺るぎ、「持続可能型社会」に変わろうとするとき、……中小

零細企業でなければできない、人間と自然の共生、生産者と消費者の一体感を基本とした、

「持続可能型経済社会」を創りださなければならない。” 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

「Ｍ・Ｏ・Ｈ通信」の発行などの活動と本業との関係が必ずしも明確には捉えられ難い

中、辻村編集長は“具体的なビジネスに繋げて本業に貢献すること”を最大の課題とする

一方、森会長は“草野社長をはじめ経営陣の努力による本業の安定した業績のおかげで活

動が続けられているのは事実ながら、結果としての企業の知名度や評価の向上およびそれ

による従業員モチベーションの向上の効果は活動費用を補って余りある”とする。 
確かに、循環型社会システム研究所としてのＮＰＯとの共同・連携などの活動に、地域

の様々な取り組みにおける森会長個人の中核的役割が相まって、特に滋賀県および関西圏

で“循環型社会”“持続可能性”“環境”といったキーワードにまつわる取り組みの中で同

社名をよく目にする感がある。 
また、「Ｍ・Ｏ・Ｈ通信」創刊の当時は社内に明らかな逆風があったようだが、例えば２

００８年のＩＳＯ１４００１に関する計画の中で同誌購読者増の具体的な目標値が自発的

に盛り込まれたこと、同誌が営業担当者の営業ツールにもなっていることなどが示すよう

に、社内における認知度も確実に上がっている。森会長によればトップの本気度を示し続

けることが重要とのことで、ＣＳＲの常道として示唆に富む具体例といえる。 
他方、トップの牽引度がきわめて高く、また同研究所の組織規模も最小限に抑えている

ことで、逆に将来に向けた活動の継続性は大きな課題として捉えられてもいる。 
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事例２３ 株式会社サンキュードラッグ【ホームレス自立支援等の地域活動】 

 
企業名 株式会社サンキュードラッグ 

ＳＲ活動 ホームレス支援、スポーツ

支援 
中核主題 コミュニティ、人権 

日時 ２００８年１２月１１日 場所 同社本社 

コンタクト者 管理部次長兼総務課長：坪根一彦 
従業員数 ８８４名 

（内パート５７５名） 
資本金 ２０１百万円 

所在地 福岡県北九州市門司区黒川西３－１－１３ 

ホームページ http://www.drug39.co.jp/ 

 
（１） 企業概要・経営理念・経営戦略 

同社は、１９５６年に現社長の母で薬剤師の平野正子が門司港に薬局を開いたことでス

タートしている。門司港が外国貿易で栄えていた頃であり、東南アジアや中国の船員たち

が、大量に薬を買っていくため繁盛したとのことである。その後、１９８０年代に医薬分

業がスタート、調剤薬局が多数作られるとともに、一方でドラッグストアも生まれてきた。

そうした中で、同社は北九州市・下関市に地域を限定し、調剤とドラッグストアを併せ持

つ強みを生かして６０店舗以上の濃密な店舗網を築き、薬歴の全店共有化を行うことで、

地域の住民に利便と安心をもたらしている。 
「地域の人々の健康で豊かな暮らしの実現」という企業理念の下で、「かかりつけネット

ワークの構築」を戦略に掲げている。ドラッグストアが、自宅や職場、学校の近所、途中

の駅、またはショッピングセンターの中、病院の前など、どこにでもあって、どこに行っ

ても薬歴情報が共有され、いつでも身近に安心して利用できるネットワーク、「かかりつけ

ネットワーク」作りをサンキュードラッグの目標としている。 
また、２１世紀の医療や介護のありかたを展望し、地域に密着したドラッグストアの役

割の拡大のため、健康セミナーの主催やスポーツ活動の支援を通じて、地域にあって日本

の医療や介護制度の一歩進んだ新しい試みを実施する経営を進めている。 
 

（２） ＳＲ活動概要 

地域密着型の事業展開であることから、その延長線上に地域貢献も位置づけられている。

ひとつは、ホームレス自立支援活動のサポートである。使用期限（６ヶ月前）が近づいた

ため店頭から撤去する医薬品（カイロや日用品も含む）の提供や、各店舗にホームレス自

立支援の募金箱を設置し、お客様からいただいた募金に、同額を会社がマッチングして寄

付を行っている。 
もうひとつは、地元北九州のサッカーチーム「ニューウェーブ北九州」のスポンサーと
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して資金面のバックアップを行っている。その他、スポーツ全般についても、ウォーキン

グや地域主催のマラソン大会の支援も行っている。また、スポーツ団体への便宜を図るｗ

ｅｂサイト「サンキュースポーツ共和国」の提供とその運営を行っている。 
 

（３） ＳＲ取り組み経緯 

ＮＰＯ法人北九州ホームレス支援機構と北九州におけるホームレス問題を解決するため

の市民協議会が長年の取り組みを行っており、同社の社員の一人がその活動に関わってい

たことがきっかけで、会社として関わるようになった。その社員の仲介で、ＮＰＯの理事

長と平野社長との面談の場が設けられた。その際、平野社長は、この活動が単にホームレ

スに施しをするのではなく、「自立支援」を行うことに力を入れていることに共感し、会社

としての支援を決めたということである。地域密着の企業として、その地域の方々にご利

用いただき、会社が支持されている以上は、社会貢献においても先ずはその地域の方々に

対して行うことを優先すべきであると考え、北九州市に在籍するサッカーチームの「ニュ

ーウェーブ北九州」を支援することにした。「ニューウェーブ北九州」はＪＦＬ（ジャパン

フットボールリーグ）に所属し、Ｊ２入りを目指すチームである。サッカーだけで生活し

ているプロ選手以外に、アルバイトをしながら頑張っている選手も多く、そうした「選手」

を支援したいということがきっかけになったという。 
 

（４） ＳＲ実践と成果 

① ホームレス支援 
医薬品などの物品の支援は、使用期限（６ヶ月前）が近づくと店頭から撤去し、廃

棄処分にしていたものを有効活用できれば、環境にもプラスになるということで、実

施されている。具体的には炊き出しの際などに、それらの医薬品やカイロをホームレ

ス支援機構の方が無償で配布している。また、店頭での募金については、２００７年

３月から２００８年１１月までで、１７０万円に達している。２つの取り組みは、ホ

ームレスを自立させる支援活動の中でも大きな役割を果たすようになっている。 
各店舗での募金は、定期的に店長が本社に持参する。最近では店長が募金の金額に

ついて気にするようになり、募金箱の設置場所や支援の内容をお客様にわかるように

工夫したり、社会的弱者への理解がこの支援を通じて社員にも理解されたのではない

かと思われているとのことである。 
この度、これらの支援活動が、２００８年度「ふくおか社会貢献活動表彰」として

ＮＰＯ・ボランティア団体と企業との協働部門で団体表彰されることが決まり、特定

非営利活動法人「北九州ホームレス支援機構」とともにその受賞を喜んでいる。 
② サッカーチーム支援・スポーツ団体支援 
「ニューウェーブ北九州」のアドボードスポンサーとして協賛企業の一員となって

いるが、趣旨は選手の支援なので、少年サッカー教室を開催し、選手に指導をしても
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らうということで、指導料を支払い、チームはそれを選手の食育の向上（栄養改善）

に使っている。このサッカー教室には、社員もボランティアで参加しているとのこと。 
また、北九州地域のスポーツをする人を応援するｗｅｂサイトサービス「サンキュ

ースポーツ共和国」を立ち上げている。これは、スポーツ団体の日程調整やメンバー

間の連絡、名簿管理、団体間の対戦チーム探しができるとか、ウォーキングやジョギ

ングイベントなどへの参加ができるといったサイトで、スポーツを通じて地域の方々

が健康の維持増進を図れるように、同社が無料で提供、運営しているものである。 
 

（５） ＳＲ課題と今後 

担当者は、ホームレスの自立支援だけではなく、障がい者への支援など、幅広い支援活

動を地域のお客様との協働で活動したいという思いを持っている。また、物的支援と金銭

の支援を行っているが、社員が炊き出しに直接参加するといったボランティア活動も推進

していきたいとのことである。北九州で行われているホームレス自立支援は、住居の提供

や職場の提供といった広がりを持っており、そうした取り組みへの参画も期待されるとこ

ろである。 
店頭で募金をしてくれたお客様に対しては、季刊誌のフリーペーパー「読む救急箱」で

金額のフィードバックを行っているが、募金の呼びかけや、より詳細な情報提供といった

ことも今後の課題であろう。 
 

（６） その他のＳＲ課題 

地域を限定し、半径１ｋｍごとに店舗を配置することで、顧客がどこに住んでいても、

どこへ通勤通学していても、買い物に行っても、すぐそばにサンキュードラッグの店舗が

あり、そこでは薬歴情報が全店で共有化されているので、飲みあわせや重複投与のチェッ

クができ、安心して医薬品の購入や健康相談ができる仕組みを「かかりつけネットワーク」

と称し、その構築に向け店舗展開を続けている。地域の核となる店舗は夜間営業や元旦営

業を行い、管理栄養士も配置し栄養相談も行うなど、ネットワークを活かしたサービスを

行っている。また、「複合医療ゾーン」と称する開発にも乗り出している。これは２，００

０坪以上の土地に、ドラッグストアのほか、内科や整形外科といった医療施設、さらに保

育園や老人ホームを組み合わせたもので、高齢者にとっても、子どもを持つ親にとっても

メリットが大きいものといえよう。 
一方で、これだけ濃密な店舗展開を行うことは、それだけ同社の地域におけるＳＲが高

まることになる。地域との調和や地域に支持される店舗といったことで新たな課題も生じ

てくることが予想される。今後もより一層の地域貢献が企業として求められるであろう。

それに対してどのように対応していくかが新たな課題となるであろう。 
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